
JP 2017-186517 A 2017.10.12

(57)【要約】
【課題】被着体の加工による破れや裂けが生じにくく、
かつ該被着体からの除去作業性のよい表面保護シートを
提供する。
【解決手段】本発明により提供される表面保護シートは
、基材と、該基材の一方の面に配置されている粘着剤層
とを含む。上記粘着剤層は、ベースポリマーのガラス転
移温度が－５０℃以上である。上記表面保護シートは、
流れ方向の引張破断伸びＥｂＭＤおよび幅方向の引張破
断伸びＥｂＴＤが、いずれも２００％以上である。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　基材と、該基材の一方の面に配置されている粘着剤層と、を含む表面保護シートであっ
て、
　流れ方向の引張破断伸びＥｂＭＤおよび幅方向の引張破断伸びＥｂＴＤがいずれも２０
０％以上であり、
　前記粘着剤層は、ベースポリマーのガラス転移温度が－５０℃以上である、表面保護シ
ート。
【請求項２】
　前記粘着剤層は、トルエン不溶分の重量分率ＧＣが６０％以上であり、かつトルエン可
溶分の重量平均分子量ＳＭｗが１０×１０４以上である、請求項１に記載の表面保護シー
ト。
【請求項３】
　前記粘着剤層は、ナノインデンター測定における除荷曲線の最低荷重Ｌｍｉｎが－２．
０μＮ未満である、請求項１または２に記載の表面保護シート。
【請求項４】
　前記ベースポリマーは、ホモポリマーのガラス転移温度が１０℃以上のモノマーを全モ
ノマー成分の２０重量％以上の割合で含有するモノマー原料の重合物である、請求項１か
ら３のいずれか一項に記載の表面保護シート。
【請求項５】
　前記粘着剤層はアクリル系粘着剤層である、請求項１から４のいずれか一項に記載の表
面保護シート。
【請求項６】
　前記基材の厚さが１００μｍ以下である、請求項１から５のいずれか一項に記載の表面
保護シート。
【請求項７】
　前記基材はポリオレフィン系樹脂フィルムを含む、請求項１から６のいずれか一項に記
載の表面保護シート。
【請求項８】
　前記表面保護シートをステンレス鋼板に貼り付けて６０℃で７日間保存した後に３ｍ／
分の剥離速度で測定される経時剥離強度ＰＡが０．７０Ｎ／２０ｍｍ以下である、請求項
１から７のいずれか一項に記載の表面保護シート。
【請求項９】
　前記経時剥離強度ＰＡ［Ｎ／２０ｍｍ］が、前記表面保護シートをステンレス鋼板に貼
り付けて１５分後に３ｍ／分の剥離速度で測定される初期剥離強度Ｐ０［Ｎ／２０ｍｍ］
の２．０倍以下である、請求項８に記載の表面保護シート。
【請求項１０】
　絞り加工が施される金属板に用いられる、請求項１から９のいずれか一項に記載の表面
保護シート。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、表面保護シートに関する。
【背景技術】
【０００２】
　一般に、粘着剤（感圧接着剤ともいう。以下同じ。）は室温付近の温度域において柔ら
かい固体（粘弾性体）の状態を呈し、圧力により簡単に被着体に接着する性質を有する。
このような性質を活かして、粘着剤は、基材の一方の面に粘着剤層を設けた基材付き片面
粘着シートの形態で、種々の用途に幅広く利用されている。例えば、上記基材付き片面粘
着シートは、金属板に貼り付けられて、金属板の絞り加工、曲げ加工、打抜き加工等の際
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に該金属板の表面を保護する表面保護シートとして好ましく利用されている。金属板の加
工に用いられる表面保護シートに関する技術文献として、特許文献１，２が挙げられる。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】特開平８－１３４４１５号公報
【特許文献２】特開２０１２－７７２２６号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　表面保護シートは、保護目的を達成した後、適当なタイミングで被着体から除去される
。したがって、例えば金属板加工用の表面保護シートには、加工後の金属板（ワーク）か
ら上記表面保護シートを容易に剥離除去し得る性質が求められる。例えば、被着体への貼
付けから時間が経過しても軽剥離性を維持し得る表面保護シートが望ましい。また、この
種の表面保護シートは、金属板に加工（特に、金属板の変形を伴う加工）を施しても上記
表面保護シートに破れや裂けが生じないことが望ましい。表面保護シートに破れや裂けが
生じると、該表面保護シートの一部が千切れて加工装置や他のワークに付着し、装置の不
具合や加工歩留まり低下の原因となり得るためである。表面保護シートの破れや裂けは、
該表面保護シートを金属板から剥離除去する際の作業性を低下させる要因ともなり得る。
【０００５】
　そこで本発明は、被着体（保護対象物）の加工による破れや裂けが生じにくく、かつ該
被着体からの除去作業性のよい表面保護シートを提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　ここに開示される表面保護シートは、基材と、該基材の一方の面（第一面）に配置され
ている粘着剤層とを含む。上記粘着剤層は、ベースポリマーのガラス転移温度（Ｔｇ）が
－５０℃以上である。上記表面保護シートは、流れ方向（ＭＤ）の引張破断伸びＥｂＭＤ

および幅方向（ＴＤ）の引張破断伸びＥｂＴＤがいずれも２００％以上である。このよう
にＭＤおよびＴＤのいずれに対してもよく伸びる表面保護シートによると、被着体の加工
により加わり得る応力を、表面保護シートの伸び変形によって吸収または分散し得る。こ
れにより表面保護シートの損傷（破れ、裂け、千切れ等）を抑制することができる。また
、ベースポリマーのＴｇが所定値以上であることにより、粘着剤は良好な凝集性を発揮す
る。これにより、粘着剤表面（粘着面）の被着体表面に対する濡れが進みにくくなり、剥
離強度の経時上昇が抑制される。これらの効果が相俟って、被着体の加工による損傷が生
じにくく、かつ該被着体からの除去作業性のよい表面保護シートが実現される。
【０００７】
　上記表面保護シートは、流れ方向（ＭＤ）の引張破断強度ＴＳＭＤおよび幅方向（ＴＤ
）引張破断強度ＴＳＴＤがいずれも１５Ｎ／２０ｍｍより高いことが好ましい。このよう
にＭＤおよびＴＤのいずれに対しても所定以上の引張破断強度を示す表面保護シートによ
ると、表面保護シートの破れや裂け、千切れが好適に抑制され得る。
【０００８】
　上記粘着剤層は、トルエン不溶分の重量分率（ゲル分率）ＧＣが６０％以上であること
が好ましい。ゲル分率ＧＣが所定値以上であることにより、被着体への糊残りが抑制され
る傾向にある。上記粘着剤層は、トルエン可溶分の重量平均分子量（ゾル分子量）ＳＭｗ

が１０×１０４以上であることが好ましい。ゲルに比べて運動性の高いゾル分の重量平均
分子量（Ｍｗ）が所定値以上であると、粘着面の被着体表面に対する濡れが進みにくく、
これにより剥離強度の経時上昇が効果的に抑制され得る。
【０００９】
　好ましい一態様において、上記粘着剤層は、ナノインデンター測定における除荷曲線の
最低荷重Ｌｍｉｎが－２．０μＮ未満である。このような粘着剤層は、被着体表面に対す
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る濡れが進みにくい。これにより剥離強度の経時上昇が好適に抑制され得る。
【００１０】
　上記ベースポリマーは、ホモポリマーのＴｇが１０℃以上のモノマー（以下「モノマー
Ｈ」ともいう。）を全モノマー成分の２０重量％以上の割合で含有するモノマー原料の重
合物であることが好ましい。上記割合でモノマーＨを使用することにより、粘着剤の凝集
力が高くなり、粘着面の被着体表面に対する濡れが進みにくくなる傾向にある。これによ
り剥離強度の経時上昇が好適に抑制され得る。
【００１１】
　ここに開示される表面保護シートは、上記粘着剤層がアクリル系粘着剤層である態様で
好ましく実施され得る。かかるアクリル系粘着剤層のベースポリマーとしては、例えば、
エマルション重合により合成されたアクリル系ポリマーを好ましく採用し得る。
【００１２】
　好ましい一態様に係る表面保護シートは、上記基材の厚さが１００μｍ以下である。こ
こに開示される技術によると、厚さ１００μｍ以下の基材を用いる構成においても、被着
体の加工による損傷が抑制された表面保護シートが実現され得る。
【００１３】
　ここに開示される表面保護シートの基材としては、ポリオレフィン系樹脂フィルムを含
む基材を好ましく採用し得る。このような構成において、被着体の加工による損傷が抑制
され、かつ該被着体からの除去作業性のよい表面保護シートが好適に実現され得る。
【００１４】
　好ましい一態様に係る表面保護シートは、ステンレス鋼板（ＳＵＳ板）に貼り付けて６
０℃で７日間保存した後に３ｍ／分の剥離速度で測定される経時剥離強度ＰＡが０．７０
Ｎ／２０ｍｍ以下である。上記条件で所定値以下の軽剥離性を示す表面保護シートは、経
時後にも被着体からの除去作業性がよい。
【００１５】
　好ましい一態様に係る表面保護シートは、上記経時剥離強度ＰＡ［Ｎ／２０ｍｍ］が、
該表面保護シートをＳＵＳ板に貼り付けて１５分後に３ｍ／分の剥離速度で測定される初
期剥離強度Ｐ０［Ｎ／２０ｍｍ］の２．０倍以下である。すなわち、ＰＡ／Ｐ０が２．０
以下である。このように剥離強度の経時上昇の少ない表面保護シートは、被着体への貼付
け作業性や該被着体の保護性がよく、かつ被着体からの除去作業性がよい。
【００１６】
　ここに開示される表面保護シートは、例えば絞り加工が施される金属板のように強い応
力を加えて変形される被着体に対して用いられても、上記応力による損傷（破れ、裂け、
千切れ等）が生じにくく、かつ加工後の被着体からの除去作業性に優れる。したがって、
ここに開示される表面保護シートは、絞り加工が施される金属板用の表面保護シートとし
て特に好ましく用いられる。
【図面の簡単な説明】
【００１７】
【図１】表面保護シートの一形態例を模式的に示す断面図である。
【図２】ナノインデンター測定における除荷曲線および該除荷曲線における最低荷重を説
明するための模式図である。
【発明を実施するための形態】
【００１８】
　以下、本発明の好適な実施形態を説明する。本明細書において特に言及している事項以
外の事柄であって本発明の実施に必要な事柄は、本明細書に記載された発明の実施につい
ての教示と出願時の技術常識とに基づいて当業者に理解され得る。本発明は、本明細書に
開示されている内容と当該分野における技術常識とに基づいて実施することができる。
【００１９】
＜表面保護シート＞
　ここに開示される表面保護シートは、シート状の基材（支持基材）上に粘着剤層を有す
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る。一形態例に係る表面保護シートの断面構造を図１に示す。この表面保護シート１０は
、基材１の一方の面１Ａに粘着剤層２が設けられた構成を有し、粘着剤層２の表面２Ａを
保護対象物に貼り付けて使用される。使用前（すなわち、保護対象物への貼付前）の表面
保護シート１０は、粘着剤層２の表面（粘着面、すなわち被着体への貼付け面）２Ａが、
少なくとも該粘着剤層側が剥離面となっている剥離ライナー（図示せず）によって保護さ
れた形態であり得る。あるいは、基材１の他方の面（背面）１Ｂが剥離面となっており、
表面保護シート１０がロール状に巻回されることにより該他面に粘着剤層２が当接してそ
の表面（粘着面）２Ａが保護された形態の表面保護シート１０であってもよい。
【００２０】
　剥離ライナーとしては、慣用の剥離紙等を使用することができ、特に限定されない。例
えば、プラスチックフィルムや紙等のライナー基材の表面に剥離処理層を有する剥離ライ
ナー、フッ素系ポリマー（ポリテトラフルオロエチレン等）やポリオレフィン系樹脂の低
接着性材料からなる剥離ライナー等を用いることができる。上記剥離処理層は、例えば、
シリコーン系、長鎖アルキル系、フッ素系、硫化モリブデン等の各種の剥離処理剤により
上記ライナー基材を表面処理して形成されたものであり得る。
【００２１】
　ここに開示される表面保護シートの厚さは特に限定されないが、取扱い性や軽量性等の
観点から、通常は凡そ１０００μｍ以下（典型的には凡そ３００μｍ以下、例えば凡そ１
５０μｍ以下）とすることが適当である。一態様において、表面保護シートの厚さは、好
ましくは１１０μｍ以下、より好ましくは９０μｍ以下、さらに好ましくは７０μｍ以下
、例えば６０μｍ以下であり得る。また、表面保護シートの厚さは、典型的には２０μｍ
超、好ましくは３０μｍ超、より好ましくは４０μｍ超、例えば４５μｍ超であり得る。
　なお、本明細書において表面保護シートの厚さとは、粘着剤層の表面（粘着面）から表
面保護シートの背面（粘着面とは反対側の表面）までの厚さをいい、剥離ライナーの厚さ
は含まない。
【００２２】
　ここに開示される表面保護シートを構成する基材の厚さは特に限定されない。上記基材
の厚さは、例えば凡そ８００μｍ以下（典型的には凡そ２５０μｍ以下）であり得る。一
態様において、基材（典型的には、非発泡の樹脂フィルム）の厚さは、好ましくは１００
μｍ以下、より好ましくは８０μｍ以下、さらに好ましくは６５μｍ以下、例えば５５μ
ｍ以下であり得る。基材の厚さが小さくなると、加工過程（例えば、順次に行われる複数
のプレス工程を含む加工過程）や加工後における表面保護シートの被着体形状への追従性
が高まり、浮き剥がれが抑制される傾向にある。また、ハンドリング性等の観点から、基
材の厚さは、典型的には１５μｍ以上、好ましくは２０μｍ以上、より好ましくは３０μ
ｍ以上、さらに好ましくは４０μｍ以上、例えば４５μｍ以上であり得る。
【００２３】
　ここに開示される表面保護シートを構成する粘着剤層の厚さは特に限定されない。被着
体への糊残りを防止する観点から、上記粘着剤層の厚さは、通常、１５μｍ以下が適当で
あり、１０μｍ以下が好ましく、７μｍ以下（例えば６μｍ以下）がより好ましい。また
、粘着剤層の厚さは、通常、１μｍ以上とすることが適当であり、２μｍ以上とすること
が好ましい。加工過程や加工後における浮き剥がれを抑制する観点から、粘着剤層の厚さ
は、３μｍ以上が好ましく、４μｍ以上がより好ましい。
【００２４】
　（引張破断伸び）
　ここに開示される表面保護シートは、ＭＤ引張破断伸びＥｂＭＤおよびＴＤ引張破断伸
びＥｂＴＤがいずれも２００％以上であることが好ましい。このようにＭＤおよびＴＤの
いずれに対してもよく伸びる表面保護シートによると、被着体の加工により表面保護シー
トに加わり得る応力を、該表面保護シートの伸び変形によって吸収または分散し得る。こ
れにより表面保護シートの損傷（破れ、裂け、千切れ等）を抑制することができる。
【００２５】
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　引張破断伸び［％］は、以下の方法により測定される。
　測定対象の表面保護シートを、ＪＩＳ　Ｋ　７１２７に記載された試験片タイプ２の形
状（長方形状、幅２０ｍｍ）にカットして試験片を調製する。この試験片について、標線
間隔５０ｍｍ、チャック間距離１００ｍｍ、引張速度３００ｍｍ／分の条件で該試験片が
破断するまで延伸する引張試験を行い、試験片が破断したときの標線間隔Ｌ１と最初の標
線間隔Ｌ０（ここでは５０ｍｍ）とから、次式：引張破断伸び［％］＝１００×（Ｌ１－
Ｌ０）／Ｌ０；により引張破断伸びを求める。引張試験機としては、島津製作所社製の製
品名「Ａｕｔｏｇｒａｐｈ　ＡＧ－１０Ｇ型引張試験機」を使用することができる。後述
の実施例についても同様の方法が採用される。
【００２６】
　ＭＤ引張破断伸びＥｂＭＤを測定する場合は、試験片の長さ方向が表面保護シートのＭ
Ｄと一致するように調製する。ＴＤ引張破断伸びＥｂＴＤを測定する場合は、試験片の長
さ方向が表面保護シートのＴＤと一致するように調製する。
　なお、表面保護シートのＭＤは、典型的には、該表面保護シートを構成する基材の長手
方向（ロール状の表面保護シートでは巻回方向）に該当する。表面保護シートのＴＤは、
該表面保護シートのＭＤと直交する方向である。
【００２７】
　好ましい一態様に係る表面保護シートは、ＥｂＭＤおよびＥｂＴＤの少なくとも一方（
好ましくは両方）が３００％以上、より好ましくは３５０％以上、さらに好ましくは４０
０％以上、特に好ましくは５００％以上、例えば６００％以上である。ＥｂＭＤおよびＥ
ｂＴＤの少なくとも一方（好ましくは両方）がより大きくなると、被着体の加工時等にお
ける表面保護シートの損傷がよりよく防止される傾向にある。ＥｂＭＤおよびＥｂＴＤの
上限は特に限定されない。製造容易性やハンドリング性等の観点から、通常は、ＥｂＭＤ

およびＥｂＴＤの一方または両方が凡そ１５００％以下であることが適当であり、凡そ１
２００％以下（例えば凡そ１０００％以下）であってもよい。表面保護シートの引張破断
伸びは、例えば基材材料種の選択や製造方法（成形方法、成形条件）等によって調整する
ことができる。
【００２８】
　ＥｂＭＤに対するＥｂＴＤの比（ＥｂＴＤ／ＥｂＭＤ比）は、特に限定されない。使い
勝手の観点からは、表面保護シートの特性における異方性は少ないほうが有利である。か
かる観点から、表面保護シートのＥｂＴＤ／ＥｂＭＤ比は、通常、５．０以下が適当であ
り、３．０以下が好ましく、２．０以下がより好ましく、１．７以下（例えば１．５以下
）がさらに好ましい。同様の理由から、表面保護シートのＥｂＴＤ／ＥｂＭＤ比は、０．
２以上が適当であり、０．３以上が好ましく、０．５以上がより好ましく、０．６以上（
例えば０．７以上）がさらに好ましい。好ましい一態様において、ＥｂＴＤ／ＥｂＭＤ比
は、凡そ１．０（例えば０．９以上１．１以下）であり得る。ＥｂＴＤ／ＥｂＭＤ比は、
例えば基材材料種の選択や製造方法（成形方法、成形条件）等によって調整することがで
きる。
【００２９】
　（引張破断強度）
　ここに開示される表面保護シートは、ＭＤ引張破断強度ＴＳＭＤおよびＴＤ引張破断強
度ＴＳＴＤの少なくとも一方が１５Ｎ／２０ｍｍより高いことが好ましく、ＴＳＭＤおよ
びＴＳＴＤの両方が１５Ｎ／２０ｍｍより高いことがより好ましい。このような引張破断
強度を示す表面保護シートによると、表面保護シートの損傷が好適に抑制され得る。ここ
に開示される表面保護シートは、ＴＳＭＤおよびＴＳＴＤの少なくとも一方（好ましくは
両方）が１７Ｎ／２０ｍｍ以上（より好ましくは１９Ｎ／２０ｍｍ以上、例えば２０Ｎ／
２０ｍｍ以上）である態様で好適に実施され得る。ＴＳＭＤおよびＴＳＴＤの上限は特に
限定されないが、通常は５０Ｎ／２０ｍｍ以下（例えば４０Ｎ／２０ｍｍ以下）が適当で
あり、良好な引張り破断伸びとの両立を容易とする観点から３５Ｎ／２０ｍｍ以下（例え
ば３０Ｎ／２０ｍｍ以下）であってもよい。表面保護シートの引張破断強度は、例えば基
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材材料種の選択や製造方法（成形方法、成形条件）等によって調整することができる。
【００３０】
　引張破断強度［Ｎ／２０ｍｍ］は、上記引張破断伸びの測定において、試験片が破断し
たときの強度として測定される。後述の実施例についても同様の方法が採用される。
【００３１】
　ＴＳＭＤに対するＴＳＴＤの比（ＴＳＴＤ／ＴＳＭＤ比）は、特に限定されない。使い
勝手の観点からは、表面保護シートの特性における異方性は少ないほうが有利である。か
かる観点から、表面保護シートのＴＳＴＤ／ＴＳＭＤ比は、通常、３．０以下が適当であ
り、２．０以下が好ましく、１．８以下がより好ましく、１．５以下がさらに好ましい。
同様の理由から、表面保護シートのＴＳＴＤ／ＴＳＭＤ比は、０．３以上が適当であり、
０．５以上が好ましく、０．６以上がより好ましく、０．７以上がさらに好ましい。好ま
しい一態様において、ＴＳＴＤ／ＴＳＭＤ比は、凡そ１．０（例えば０．９以上１．１以
下）であり得る。ＴＳＴＤ／ＴＳＭＤ比は、例えば基材材料種の選択や製造方法（成形方
法、成形条件）等によって調整することができる。
【００３２】
＜基材＞
　ここに開示される表面保護シートの基材としては、樹脂フィルム、ゴムシート、発泡体
シート、これらの複合体等を用いることができる。ゴムシートの例としては、天然ゴムシ
ート、ブチルゴムシート等が挙げられる。発泡体シートの例としては、発泡ポリウレタン
シート、発泡クロロプレンゴムシート等が挙げられる。
【００３３】
　ここに開示される技術は、樹脂フィルムを基材とする表面保護シートに好ましく適用さ
れ得る。ここでいう「樹脂フィルム」は、典型的には、以下に示すような樹脂成分を主体
とする樹脂組成物を膜状に成形してなるフィルムであって、いわゆる不織布や織布とは区
別される概念（すなわち、不織布や織布を除く概念）である。実質的に非発泡の樹脂フィ
ルムが好ましい。ここで、非発泡の樹脂フィルムとは、発泡体とするための意図的な処理
を行っていない樹脂フィルムを指し、具体的には、発泡倍率が凡そ１．１倍未満（例えば
１．０５倍未満、典型的には１．０１倍未満）の樹脂フィルムであり得る。
【００３４】
　樹脂フィルムを構成する樹脂成分の例としては、ポリオレフィン系樹脂（ポリエチレン
、ポリプロピレン、エチレン－プロピレン共重合体、エチレン－酢酸ビニル共重合体等）
、塩化ビニル樹脂（典型的には、軟質塩化ビニル樹脂）、酢酸ビニル樹脂、ポリウレタン
系樹脂（エーテル系ポリウレタン、エステル系ポリウレタン、カーボネート系ポリウレタ
ン等）、ウレタン（メタ）アクリレート、熱可塑性エラストマー（オレフィン系エラスト
マー、スチレン系エラストマー、アクリル系エラストマー等）、ポリエステル系樹脂（ポ
リエチレンテレフタレート、ポリブチレンテレフタレート、ポリエチレンナフタレート、
ポリブチレンナフタレート等）、ポリカーボネート樹脂、ポリアミド樹脂、ポリイミド樹
脂等が挙げられる。これらの樹脂成分は、１種を単独でまたは２種以上を組み合わせて用
いられ得る。
【００３５】
　特に限定するものではないが、一態様に係る表面保護シートにおいて、ポリオレフィン
系樹脂、塩化ビニル樹脂、ポリウレタン系樹脂および熱可塑性エラストマーからなる群か
ら選択される１種または２種以上の樹脂成分を主成分として含む基材（典型的には、かか
る樹脂成分を５０重量％を超える割合で含む基材）を好ましく採用し得る。例えば、これ
らの樹脂のいずれかを５０重量％を超える割合で含む基材が好ましい。上記樹脂材料のな
かでも、熱安定性や軽量性等の点からポリオレフィン系樹脂、ポリウレタン系樹脂および
オレフィン系エラストマーが好ましく、取扱い性等の点からポリオレフィン系樹脂および
オレフィン系エラストマーが特に好ましい。
【００３６】
　ここに開示される表面保護シートは、ポリオレフィン系樹脂を主成分として含む基材を
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備える態様、すなわちポリオレフィン系樹脂フィルムを基材とする態様で好ましく実施さ
れ得る。例えば、基材全体の５０重量％以上がポリエチレン（ＰＥ）樹脂またはポリプロ
ピレン（ＰＰ）樹脂であるポリオレフィン系樹脂フィルムを好ましく採用することができ
る。換言すれば、上記ポリオレフィン系樹脂フィルムは、ＰＥ樹脂とＰＰ樹脂との合計量
が基材全体の５０重量％以上を占めるものであり得る。
【００３７】
　上記ＰＰ樹脂は、構成単量体としてプロピレンを含む種々のポリマー（プロピレン系ポ
リマー）を主成分とするものであり得る。１種または２種以上のプロピレン系ポリマーか
ら実質的に構成されるＰＰ樹脂であってもよい。ここでいうプロピレン系ポリマーの概念
には、ホモポリプロピレンの他、プロピレンと他のモノマーとのランダム共重合体（ラン
ダムポリプロピレン）やブロック共重合体（ブロックポリプロピレン）が包含される。こ
こでいうプロピレン系ポリマーの概念には、例えば以下のものが含まれる。
　プロピレンのホモポリマー（ホモポリプロピレン）。例えばアイソタクチックポリプロ
ピレン。
　プロピレンと他のα－オレフィン（典型的には、エチレンおよび炭素原子数４～１０の
α－オレフィンから選択される１種または２種以上）とのランダムコポリマー（ランダム
ポリプロピレン）。好ましくは、プロピレンを主モノマー（主構成単量体、すなわち単量
体全体の５０重量％以上を占める成分）とするランダムポリプロピレン。
　プロピレンに他のα－オレフィン（典型的には、エチレンおよび炭素原子数４～１０の
α－オレフィンから選択される１種または２種以上）をブロック共重合したコポリマー（
ブロックポリプロピレン）。好ましくは、プロピレンを主モノマー（主構成単量体、すな
わち単量体全体の５０重量％以上を占める成分）とするブロックポリプロピレン。
【００３８】
　上記ＰＥ樹脂は、構成単量体としてエチレンを含む種々のポリマー（エチレン系ポリマ
ー）を主成分とするものであり得る。１種または２種以上のエチレン系ポリマーから実質
的に構成されるＰＥ樹脂であってもよい。上記エチレン系ポリマーは、エチレンのホモポ
リマーであってもよく、主モノマーとしてのエチレンに、副モノマーとして他のα－オレ
フィンを共重合（ランダム共重合、ブロック共重合等）させたものであってもよい。上記
α－オレフィンの好適例としては、プロピレン、１－ブテン（分岐１－ブテンであり得る
。）、１－ヘキセン、４－メチル－１－ペンテン、１－オクテン等の、炭素原子数３～１
０のα－オレフィンが挙げられる。例えば、上記副モノマーとしてのα－オレフィンが１
０重量％以下（典型的には５重量％以下）の割合で共重合されたエチレン系ポリマーを主
成分とするＰＥ樹脂を好ましく採用し得る。
【００３９】
　上記ＰＥ樹脂は、また、重合性官能基に加えて別の官能基を有するモノマー（官能基含
有モノマー）とエチレンとのコポリマーを含むＰＥ樹脂や、かかる官能基含有モノマーを
エチレン系ポリマーに共重合させたＰＥ樹脂等であってもよい。エチレンと官能基含有モ
ノマーとのコポリマーとしては、例えば、エチレン－酢酸ビニル共重合体（ＥＶＡ）、エ
チレン－アクリル酸共重合体（ＥＡＡ）、エチレン－メタクリル酸共重合体（ＥＭＡＡ）
、エチレン－アクリル酸メチル共重合体（ＥＭＡ）、エチレン－アクリル酸エチル共重合
体（ＥＥＡ）、エチレン－メタクリル酸メチル共重合体（ＥＭＭＡ）、エチレン－（メタ
）アクリル酸（すなわち、アクリル酸および／またはメタクリル酸）共重合体が金属イオ
ンで架橋されたもの、等が挙げられる。
【００４０】
　ＰＥ樹脂の密度は特に限定されない。ここでいうＰＥ樹脂の概念には、高密度ポリエチ
レン（ＨＤＰＥ）、中密度ポリエチレン（ＭＤＰＥ）、低密度ポリエチレン（ＬＤＰＥ）
および直鎖状低密度ポリエチレン（ＬＬＤＰＥ）のいずれもが含まれる。一態様において
、上記ＰＥ樹脂の密度は、例えば０．９０～０．９４ｇ／ｃｍ３程度であり得る。好まし
いＰＥ樹脂として、ＬＤＰＥおよびＬＬＤＰＥが挙げられる。上記ＰＥ樹脂は、１種また
は２種以上のＬＤＰＥと、１種または２種以上のＬＬＤＰＥとを含むものであってもよい



(9) JP 2017-186517 A 2017.10.12

10

20

30

40

50

。各ＬＤＰＥまたはＬＬＤＰＥのブレンド比や、ＬＤＰＥとＬＬＤＰＥとのブレンド比は
特に限定されず、所望の特性を示すＰＥ樹脂となるように適宜設定することができる。こ
こに開示される表面保護シートの基材としては、ＬＬＤＰＥを５０重量％超（好ましくは
７５重量％以上、例えば９０重量％以上）の割合で含むＬＬＤＰＥフィルムやＬＤＰＥを
５０重量％超（好ましくは７５重量％以上、例えば９０重量％以上）の割合で含むＬＤＰ
Ｅフィルム等のポリエチレン系樹脂フィルムを好ましく採用し得る。かかるポリエチレン
系樹脂フィルムを構成要素として含む積層樹脂フィルムを用いてもよい。
【００４１】
　ここに開示される表面保護シートの基材として用いられる樹脂フィルム（例えばポリオ
レフィン系樹脂フィルム）は、当該基材への含有が許容される適宜の成分を必要に応じて
含有し得る。例えば、顔料（典型的には無機顔料）、充填材、着色剤（顔料、染料）、酸
化防止剤、光安定剤（ラジカル捕捉剤、紫外線吸収剤等を包含する意味である。）、帯電
防止剤、可塑剤、スリップ剤、アンチブロッキング剤等の添加剤を適宜配合することがで
きる。各添加剤の配合量は、例えば、表面保護シートの基材等として用いられる樹脂フィ
ルムの分野における通常の配合量と同程度とすることができる。
【００４２】
　基材は、単層構造であってもよく、２層、３層またはそれ以上の多層構造であってもよ
い。多層構造の場合、少なくとも一つの層（好ましくは全ての層）は、上述したいずれか
の樹脂フィルムであることが好ましい。例えば、厚さの７５％以上（より好ましくは９０
％以上）が単層または多層（典型的には単層）のポリオレフィン系樹脂フィルムからなる
構成の基材が好ましい。基材の全体が単層または多層のポリオレフィン系樹脂フィルムか
らなる基材であってもよい。経済性の観点から、単層構造の樹脂フィルム（例えば、ＬＬ
ＤＰＥフィルム、ＬＤＰＥフィルム等）からなる基材を好ましく採用し得る。
【００４３】
　基材の製造方法は、従来公知の方法を適宜採用すればよく、特に限定されない。例えば
、基材として樹脂フィルムを採用する場合には、インフレーション成形、押出成形、Ｔダ
イキャスト成形、カレンダーロール成形等の従来公知の一般的なフィルム成形方法を適宜
採用して作製した樹脂フィルムを使用することができる。
【００４４】
　基材の少なくとも一方の面（粘着剤層側の面）が樹脂フィルムの表面である構成におい
て、該樹脂フィルムの表面には、コロナ放電処理、プラズマ処理、オゾン曝露、火炎曝露
、紫外線照射処理、酸処理、アルカリ処理、下塗り剤の塗布等の、従来公知の表面処理が
施されていてもよい。このような表面処理は、基材と粘着剤層との密着性、言い換えると
粘着剤層の基材への投錨性を向上させるための処理であり得る。基材としてポリオレフィ
ン系樹脂フィルムを採用する態様では、上記表面処理を施すことが特に有意義である。
【００４５】
＜粘着剤層＞
　ここに開示される表面保護シートの粘着剤層を構成する粘着剤の種類は特に限定されな
い。上記粘着剤は、例えば、アクリル系、ポリエステル系、ウレタン系、ポリエーテル系
、ゴム系、シリコーン系、ポリアミド系、フッ素系等の各種ポリマー（粘着性ポリマー）
から選択される１種または２種以上をベースポリマー（ポリマー成分のなかの主成分、す
なわち５０重量％以上を占める成分）として含む粘着剤組成物から形成された粘着剤であ
り得る。ここに開示される技術は、例えば、アクリル系粘着剤を備えた表面保護シートの
形態で好ましく実施され得る。
【００４６】
　ここで「アクリル系粘着剤」とは、アクリル系ポリマーをベースポリマーとする粘着剤
を指す。「アクリル系ポリマー」とは、一分子中に少なくともひとつの（メタ）アクリロ
イル基を有するモノマー（以下、これを「アクリル系モノマー」ということがある。）を
主構成単量体成分（モノマーの主成分、すなわちアクリル系ポリマーを構成するモノマー
の総量のうち５０重量％以上を占める成分）とするポリマーを指す。また、本明細書中に
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おいて「（メタ）アクリロイル基」とは、アクリロイル基およびメタクリロイル基を包括
的に指す意味である。同様に、「（メタ）アクリレート」とは、アクリレートおよびメタ
クリレートを包括的に指す意味である。
【００４７】
　（アクリル系ポリマー）
　上記アクリル系ポリマーとしては、例えば、アルキル（メタ）アクリレート（以下「モ
ノマーＡ」ともいう。）を含み、該アルキル（メタ）アクリレートと共重合性を有する他
のモノマー（以下「モノマーＢ」ともいう。）をさらに含み得るモノマー原料の重合物が
好ましい。上記アクリル系ポリマーは、典型的には、上記モノマー原料に含まれるモノマ
ー成分の組成に対応する共重合組成を有する。
【００４８】
　モノマーＡとしては、次の一般式（１）で表わされるアルキル（メタ）アクリレートを
好ましく使用し得る。
　　　ＣＨ２=Ｃ（Ｒ１）ＣＯＯＲ２ 　　　　　　（１）
　ここで、上記式（１）中のＲ１は、水素原子またはメチル基である。また、Ｒ２は、炭
素原子数１～２０のアルキル基である。以下、このような炭素原子数の範囲を「Ｃ１－２

０」と表すことがある。重合反応性や重合安定性等の観点から、Ｒ２がＣ１－１６のアル
キル基であるアルキル（メタ）アクリレートが好ましく、Ｒ２がＣ１－１２（典型的には
Ｃ１－１０、例えばＣ１－８）のアルキル基であるアルキル（メタ）アクリレートがより
好ましい。
【００４９】
　Ｒ２がＣ１－２０のアルキル基であるアルキル（メタ）アクリレートとしては、例えば
メチル（メタ）アクリレート、エチル（メタ）アクリレート、プロピル（メタ）アクリレ
ート、イソプロピル（メタ）アクリレート、ｎ－ブチル（メタ）アクリレート、イソブチ
ル（メタ）アクリレート、ｓ－ブチル（メタ）アクリレート、ｔ－ブチル（メタ）アクリ
レート、ペンチル（メタ）アクリレート、イソペンチル（メタ）アクリレート、ヘキシル
（メタ）アクリレート、ヘプチル（メタ）アクリレート、２－エチルヘキシル（メタ）ア
クリレート、ｎ－オクチル（メタ）アクリレート、イソオクチル（メタ）アクリレート、
ｎ－ノニル（メタ）アクリレート、イソノニル（メタ）アクリレート、ｎ－デシル（メタ
）アクリレート、イソデシル（メタ）アクリレート、ウンデシル（メタ）アクリレート、
ラウリル（メタ）アクリレート、トリデシル（メタ）アクリレート、テトラデシル（メタ
）アクリレート、ペンタデシル（メタ）アクリレート、ヘキサデシル（メタ）アクリレー
ト、ヘプタデシル（メタ）アクリレート、オクタデシル（メタ）アクリレート、ノナデシ
ル（メタ）アクリレート、エイコシル（メタ）アクリレート等が挙げられる。このような
アルキル（メタ）アクリレートは、１種を単独でまたは２種以上を組み合わせて用いるこ
とができる。
【００５０】
　モノマーＢとして使用可能な化合物の例には、以下のような官能基含有モノマーが含ま
れ得る。このような官能基含有モノマーは、アクリル系ポリマーに架橋点を導入したり、
アクリル系ポリマーの凝集力を高めたりするために役立ち得る。
　カルボキシル基含有モノマー：例えば、アクリル酸（ＡＡ）、メタクリル酸（ＭＡＡ）
、クロトン酸、カルボキシエチル（メタ）アクリレート、カルボキシペンチル（メタ）ア
クリレート等のエチレン性不飽和モノカルボン酸；イタコン酸、マレイン酸、フマル酸、
シトラコン酸等のエチレン性不飽和ジカルボン酸。
　酸無水物基含有モノマー：例えば、無水マレイン酸、無水イタコン酸等の、上記エチレ
ン性不飽和ジカルボン酸等の酸無水物。
　水酸基含有モノマー：例えば、２－ヒドロキシエチル（メタ）アクリレート、２－ヒド
ロキシプロピル（メタ）アクリレート、３－ヒドロキシプロピル（メタ）アクリレート、
２－ヒドロキシブチル（メタ）アクリレート、４－ヒドロキシブチル（メタ）アクリレー
ト等のヒドロキシアルキル（メタ）アクリレート類；ビニルアルコール、アリルアルコー
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ル、２－ヒドロキシエチルビニルエーテル、４－ヒドロキシブチルビニルエーテル、ジエ
チレングリコールモノビニルエーテル等の不飽和アルコール類。
　アミド基含有モノマー：例えば、例えば（メタ）アクリルアミド、Ｎ，Ｎ－ジメチル（
メタ）アクリルアミド、Ｎ－ブチル（メタ）アクリルアミド、Ｎ－メチロール（メタ）ア
クリルアミド、Ｎ－メチロールプロパン（メタ）アクリルアミド、Ｎ－メトキシメチル（
メタ）アクリルアミド、Ｎ－ブトキシメチル（メタ）アクリルアミド。
　イミド基含有モノマー：例えば、Ｎ－イソプロピルマレイミド、Ｎ－シクロヘキシルマ
レイミド、イタコンイミド。
　アミノ基含有モノマー：例えば、アミノエチル（メタ）アクリレート、Ｎ，Ｎ－ジメチ
ルアミノエチル（メタ）アクリレート、Ｎ，Ｎ－ジメチルアミノプロピル（メタ）アクリ
レート、ｔ－ブチルアミノエチル（メタ）アクリレート。
　エポキシ基を有するモノマー：例えばグリシジル（メタ）アクリレート、メチルグリシ
ジル（メタ）アクリレート、アリルグリシジルエーテル。
　シアノ基含有モノマー：例えばアクリロニトリル、メタクリロニトリル。
　ケト基含有モノマー：例えばジアセトン（メタ）アクリルアミド、ジアセトン（メタ）
アクリレート、ビニルメチルケトン、ビニルエチルケトン、アリルアセトアセテート、ビ
ニルアセトアセテート。
　窒素原子含有環を有するモノマー：例えばＮ－ビニル－２－ピロリドン、Ｎ－メチルビ
ニルピロリドン、Ｎ－ビニルピリジン、Ｎ－ビニルピペリドン、Ｎ－ビニルピリミジン、
Ｎ－ビニルピペラジン、Ｎ－ビニルピラジン、Ｎ－ビニルピロール、Ｎ－ビニルイミダゾ
ール、Ｎ－ビニルオキサゾール、Ｎ－ビニルモルホリン、Ｎ－ビニルカプロラクタム、Ｎ
－（メタ）アクリロイルモルホリン、Ｎ－（メタ）アクリロイルピロリドン。
　アルコキシシリル基を含有するモノマー：例えば３－（メタ）アクリロキシプロピルト
リメトキシシラン、３－（メタ）アクリロキシプロピルトリエトキシシラン、３－（メタ
）アクリロキシプロピルメチルジメトキシシラン、３－（メタ）アクリロキシプロピルメ
チルジエトキシシラン。
【００５１】
　モノマーＢとして使用し得る化合物の他の例として、酢酸ビニル、プロピオン酸ビニル
等のビニルエステル系モノマー；スチレン、置換スチレン（α－メチルスチレン等）、ビ
ニルトルエン等の芳香族ビニル化合物；シクロヘキシル（メタ）アクリレート、ｔ－ブチ
ルシクロヘキシル（メタ）アクリレート、シクロペンチル（メタ）アクリレート、イソボ
ルニル（メタ）アクリレート等の非芳香族性環含有（メタ）アクリレート；アリール（メ
タ）アクリレート（例えばフェニル（メタ）アクリレート、ベンジル（メタ）アクリレー
ト）、アリールオキシアルキル（メタ）アクリレート（例えばフェノキシエチル（メタ）
アクリレート）、アリールアルキル（メタ）アクリレート（例えばベンジル（メタ）アク
リレート）等の芳香族性環含有（メタ）アクリレート；エチレン、プロピレン、イソプレ
ン、ブタジエン、イソブチレン等のオレフィン系モノマー；塩化ビニル、塩化ビニリデン
等の塩素含有モノマー；２－（メタ）アクリロキシエチルイソシアネート等のイソシアネ
ート基含有モノマー；メトキシエチル（メタ）アクリレート、エトキシエチル（メタ）ア
クリレート等のアルコキシ基含有モノマー；メチルビニルエーテル、エチルビニルエーテ
ル、イソブチルビニルエーテル等のビニルエーテル系モノマー；等が挙げられる。
【００５２】
　モノマーＢとして使用し得る化合物のさらに他の例として、多官能モノマーが挙げられ
る。多官能モノマーの具体例としては、１，６－ヘキサンジオールジ（メタ）アクリレー
ト、エチレングリコールジ（メタ）アクリレート、ペンタエリスリトールジ（メタ）アク
リレート、トリメチロールプロパントリ（メタ）アクリレート、ジペンタエリスリトール
ヘキサ（メタ）アクリレート、メチレンビスアクリルアミド、等の、１分子中に２以上の
（メタ）アクリロイル基を有する化合物が挙げられる。このような多官能モノマーを使用
する場合、その使用量は特に制限されないが、通常は全モノマー成分の２重量％以下（よ
り好ましくは１重量％以下）とすることが適当である。
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【００５３】
　特に限定するものではないが、全モノマー成分に占めるモノマーＡの割合は、例えば凡
そ５０重量％以上とすることができ、６０重量％以上とすることが適当であり、７０重量
％以上が好ましく、８０重量％以上がより好ましく、８５重量％以上がさらに好ましい。
モノマーＡを所定以上含むことにより、被着体（例えば金属板）に対する剥離強度の経時
上昇の少ない表面保護シートが好適に実現され得る。ここに開示される技術は、例えば、
全モノマー成分に占めるモノマーＡの割合が９０重量％以上である態様で好ましく実施さ
れ得る。一態様において、モノマーＡの割合は、９５重量％以上であってもよく、９７重
量％以上であってもよい。モノマーＡの割合が１００重量％であってもよい。また、モノ
マーＡとモノマーＢとを併用する態様において、該モノマーＢの効果を適切に発揮する観
点から、全モノマー成分に占めるモノマーＡの割合は、例えば９９．９重量％以下とする
ことができ、通常は９９．５重量％以下が好ましく、９９重量％以下がより好ましい。
【００５４】
　アクリル系ポリマーに上述のような非芳香族性環含有（メタ）アクリレートが共重合さ
れている場合、上記非芳香族性環含有（メタ）アクリレートの使用量は、例えば、該非芳
香族性環含有（メタ）アクリレートとモノマーＡとの合計量が、上記アクリル系ポリマー
を構成する全モノマー成分の凡そ６０重量％以上を占めるように設定することができる。
非芳香族性環含有（メタ）アクリレートとモノマーＡとを合計で所定以上含むことにより
、被着体（例えば金属板）に対する剥離強度の経時上昇の少ない表面保護シートが好適に
実現され得る。一態様において、非芳香族性環含有（メタ）アクリレートとモノマーＡと
の合計量が全モノマー成分に占める割合は、例えば７０重量％以上であってよく、８０重
量％以上でもよく、８５重量％以上でもよく、９０重量％以上でもよい。また、貼付け作
業性や凝集性等の観点から、非芳香族性環含有（メタ）アクリレートとモノマーＡとの合
計量が全モノマー成分に占める割合は、通常、９９．９重量％以下とすることが適当であ
り、９９．５重量％以下が好ましく、９９重量％以下がより好ましい。
　アクリル系ポリマーに上述のような官能基含有モノマーが共重合されている場合、アク
リル系ポリマーを構成する全モノマー成分に占める官能基含有モノマーの割合は、通常、
０．１重量％以上（典型的には０．５重量％以上、例えば１重量％以上）とすることが好
ましく、また、４０重量％以下（典型的には３０重量％以下、例えば２０重量％以下）と
することが好ましい。例えば、アクリル系ポリマーにカルボキシル基含有モノマーが共重
合されている場合、上記全モノマー成分に占めるカルボキシル基含有モノマーの割合は、
貼付け作業性や凝集性等の観点から、通常、０．１重量％以上（典型的には０．３重量％
以上、例えば０．５重量％以上）とすることが好ましく、また、２０重量％以下（好まし
くは１０重量％以下、典型的には５重量％以下、例えば３重量％以下）とすることが好ま
しい。アクリル系モノマーに水酸基含有モノマーが共重合されている場合、上記前モノマ
ー成分に占める水酸基含有モノマーの割合は、貼付け作業性や凝集性等の観点から、通常
、０．００１重量％以上（典型的には０．０２重量％以上、例えば０．０５重量％以上）
とすることが好ましく、また、１０重量％以下（典型的には５重量％以下、例えば３重量
％以下）とすることが適当である。
【００５５】
　（ベースポリマーのＴｇ）
　ここに開示される表面保護シートにおいて、粘着剤層のベースポリマー（アクリル系粘
着剤層の場合はアクリル系ポリマー）のＴｇは、特に限定されない。上記ベースポリマー
のＴｇは、典型的には－７０℃以上であり、例えば－６０℃以上であり得る。好ましい一
態様に係る表面保護シートでは、粘着剤層のベースポリマーのＴｇが－５０℃以上である
。かかるＴｇを有するベースポリマーによると、剥離強度の経時上昇の抑制に適した粘着
剤層が好適に形成され得る。ベースポリマーのＴｇが－４０℃以上（より好ましくは－３
５℃以上、さらに好ましくは－３０℃以上、例えば－２７℃以上）である態様によると、
より良好な効果が実現され得る。また、被着体への貼付け作業性や加工時のズレ防止の観
点から、ベースポリマーのＴｇは、通常、０℃以下とすることが適当であり、－１０℃以
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下が好ましく、－１５℃以下がより好ましい。ベースポリマーのＴｇが－１７℃以下であ
ってもよい。ベースポリマーのＴｇは、モノマー組成（すなわち、該ポリマーの合成に使
用するモノマーの種類や使用量比）を適宜変えることにより調整することができる。
【００５６】
　本明細書において、ポリマーのＴｇとは、該ポリマーを構成する各モノマーの単独重合
体（ホモポリマー）のＴｇおよび該モノマーの重量分率（重量基準の共重合割合）に基づ
いてフォックス（Ｆｏｘ）の式から求められる値をいう。Ｆｏｘの式とは、以下に示すよ
うに、共重合体のＴｇと、該共重合体を構成するモノマーのそれぞれを単独重合したホモ
ポリマーのガラス転移温度Ｔｇｉとの関係式である。
　　　１／Ｔｇ＝Σ（Ｗｉ／Ｔｇｉ）
　上記Ｆｏｘの式において、Ｔｇは共重合体のガラス転移温度（単位：Ｋ）、Ｗｉは該共
重合体におけるモノマーｉの重量分率（重量基準の共重合割合）、Ｔｇｉはモノマーｉの
ホモポリマーのガラス転移温度（単位：Ｋ）を表す。
【００５７】
　ホモポリマーのＴｇとしては、公知資料に記載の値を採用するものとする。具体的には
、以下の表１に示すモノマーについては、それぞれ、ホモポリマーのＴｇとして表中の値
を用いるものとする。
【００５８】
【表１】

【００５９】
　上記で例示した以外のモノマーのホモポリマーのＴｇについては、「Polymer Handbook
」（第３版、John Wiley & Sons, Inc., 1989）に記載の数値を用いるものとする。本文
献に複数種類の値が記載されているモノマーについては、最も高い値を採用する。上記Po
lymer HandbookにもホモポリマーのＴｇが記載されていない場合には、特開２００７－５
１２７１号公報に記載の測定方法により得られる値を用いるものとする。
【００６０】
　上記ベースポリマー（典型的にはアクリル系ポリマー）は、ホモポリマーのＴｇが１０
℃以上であるモノマー（モノマーＨ）と、ホモポリマーのＴｇが１０℃未満のモノマー（
モノマーＬ）との共重合物であることが好ましい。モノマーＨとモノマーＬとを組み合わ
せて用いることにより、ベースポリマーのＴｇを好適に調節することができる。なお、モ
ノマーＨおよびモノマーＬは、それぞれ、上述するモノマーＡに該当するものであっても
よく、モノマーＢに該当するものであってもよい。
【００６１】
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　全モノマー成分に占めるモノマーＨの割合は、例えば１重量％以上とすることができ、
通常は５重量％以上とすることが適当であり、１０重量％以上とすることが好ましく、１
５重量％以上とすることがより好ましい。モノマーＨを多く含むことにより、粘着剤の凝
集力が高くなり、剥離強度の経時上昇が抑制されて剥離作業性が向上する傾向にある。モ
ノマーＨの割合を多くすることは、後述する除荷曲線の最低荷重Ｌｍｉｎの値の低減にも
役立ち得る。ここに開示される表面保護シートは、モノマーＨの割合が２０重量％以上（
より好ましくは２５重量％以上、さらに好ましくは３０重量％以上、例えば３５重量％以
上）である態様で好ましく実施され得る。モノマーＨの割合が４０重量％以上であっても
よい。また、モノマーＨの割合は、被着体への貼付け作業性や加工時のズレ防止の観点か
ら、通常、７０重量％以下とすることが適当であり、好ましくは６０重量％以下、より好
ましくは５０重量％以下である。いくつかの態様において、モノマーＨの割合は例えば４
５重量％以下でもよい。
【００６２】
　アクリル系ポリマーにおけるモノマーＨとして好ましく使用し得るモノマーの非限定的
な例としては、メチルメタクリレート、ｔ－ブチルメタクリレート、イソブチルメタクリ
レート、ｎ－ブチルメタクリレート、シクロヘキシルアクリレート、シクロヘキシルメタ
クリレート、イソボルニルアクリレート、イソボルニルメタクリレート、酢酸ビニル、ア
クリル酸、メタクリル酸、アクリロニトリル、アクリルアミド等が挙げられる。
【００６３】
　一態様において、モノマーＨは、アルキル（メタ）アクリレートおよびシクロアルキル
（メタ）アクリレートから選択される１種または２種以上のモノマーを含むことが好まし
い。例えば、モノマーＨの凡そ５０重量％以上（より好ましくは７０重量％以上、例えば
９０重量％以上）がアルキル（メタ）アクリレートまたはシクロアルキル（メタ）アクリ
レートであることが好ましい。特に好ましいモノマーＨとしてメチルメタクリレート（Ｍ
ＭＡ）が挙げられる。なお、本明細書においてシクロアルキル（メタ）アクリレートとは
、シクロヘキシル（メタ）アクリレート等の単環式シクロアルキル（メタ）アクリレート
およびイソボルニル（メタ）アクリレート等の多環式シクロアルキル（メタ）アクリレー
トを包含する概念である。
【００６４】
　ここに開示される表面保護シートは、ホモポリマーのＴｇが３５℃以上（より好ましく
は６０℃以上、例えば８０℃以上）のモノマーがモノマーＨのうち５０重量％以上（より
好ましくは７０重量％以上、例えば９０重量％以上）を占める態様で好ましく実施され得
る。このような組成のベースポリマー（例えばアクリル系ポリマー）は、後述する除荷曲
線の最低荷重Ｌｍｉｎの値の低減に好適である。一態様において、初期接着性等の観点か
ら、モノマーＨのうち５０重量％以上（より好ましくは７０重量％以上）は、ホモポリマ
ーのＴｇが１８０℃以下（例えば１５０℃以下）のモノマーであってよい。
【００６５】
　ここに開示される表面保護シートは、ホモポリマーのＴｇが－２５℃以下（より好まし
くは－３５℃以下、例えば－４５℃以下）のモノマーがモノマーＬのうち５０重量％以上
（より好ましくは７０重量％以上、例えば９０重量％以上）を占める態様で好ましく実施
され得る。このようにホモポリマーのＴｇの低いモノマーを多く含む組成によると、所定
以下のＴｇにおいてモノマーＨをより多く使用し得る。このことは、除荷曲線の最低荷重
Ｌｍｉｎの値を低減するうえで有利となり得る。好ましい一態様において、モノマーＬの
うち５０重量％以上（より好ましくは７０重量％以上、例えば９０重量％以上）が、ホモ
ポリマーのＴｇが－５０℃以下のモノマー（例えば、ＢＡ、２ＥＨＡ、ｎ－オクチルアク
リレート、ｎ－ノニルアクリレート、イソノニルアクリレートおよびｎ－ヘキシルアクリ
レートから選択される１種または２種以上、好ましくはＢＡおよび２ＥＨＡの一方または
両方）であってもよく、ホモポリマーのＴｇが－６０℃以下のモノマー（例えば２ＥＨＡ
）であってもよい。
【００６６】
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　（ベースポリマーの合成）
　ベースポリマー（例えばアクリル系ポリマー）を得る方法は特に限定されない。例えば
、溶液重合法、エマルション重合法、塊状重合法、懸濁重合法等の、公知の重合方法を適
宜採用することができる。あるいは、ＵＶ等の光を照射して行う光重合（典型的には、光
重合開始剤の存在下で行われる。）や、β線、γ線等の放射線を照射して行う放射線重合
等の活性エネルギー線照射重合を採用してもよい。溶液重合法やエマルション重合法にお
けるモノマー供給方式としては、全モノマー原料を一度に供給する一括仕込み方式、連続
供給（滴下）方式、分割供給（滴下）方式等を適宜採用することができる。重合温度は、
使用するモノマーおよび溶媒の種類、重合開始剤の種類等に応じて適宜選択することがで
きる。重合温度は、通常、２０℃以上とすることが適当であり、好ましくは４０℃以上、
より好ましくは５０℃以上であり、６０℃以上としてもよく、６５℃以上、さらには７０
℃以上としてもよい。また、重合温度は、通常、１７０℃以下（典型的には１４０℃以下
）とすることが適当であり、好ましくは９５℃以下（例えば８５℃以下）である。エマル
ション重合では、重合温度を９５℃以下（例えば８５℃以下）とすることが好ましい。
【００６７】
　溶液重合に用いる溶媒（重合溶媒）は、従来公知の有機溶媒から適宜選択することがで
きる。例えば、トルエン等の芳香族化合物類（典型的には芳香族炭化水素類）や、酢酸エ
チル等の酢酸エステル類、ヘキサンやシクロヘキサン等の脂肪族または脂環式炭化水素類
等が好ましく用いられる。
【００６８】
　重合に用いる開始剤は、モノマーの種類や重合方法の種類に応じて、公知ないし慣用の
重合開始剤から適宜選択することができる。例えば、２，２’－アゾビスイソブチロニト
リル、２，２’－アゾビス（２－メチルプロピオンアミジン）二硫酸塩、２，２’－アゾ
ビス（２－アミジノプロパン）ジヒドロクロライド等のアゾ系重合開始剤を好ましく使用
し得る。重合開始剤の他の例としては、過硫酸カリウム、過硫酸アンモニウム等の過硫酸
塩；ベンゾイルパーオキサイド、ｔ－ブチルハイドロパーオキサイド、過酸化水素等の過
酸化物系開始剤；フェニル置換エタン等の置換エタン系開始剤；芳香族カルボニル化合物
；等が挙げられる。重合開始剤のさらに他の例として、過酸化物と還元剤との組み合わせ
によるレドックス系開始剤が挙げられる。かかるレドックス系開始剤の例としては、過酸
化水素水等の過酸化物とアスコルビン酸との組み合わせ、過酸化水素水等の過酸化物と鉄
（ＩＩ）塩との組み合わせ、過硫酸塩と亜硫酸水素ナトリウムとの組み合わせ等が挙げら
れる。重合開始剤は、１種を単独でまたは２種以上を組み合わせて使用することができる
。重合開始剤の使用量は、通常の使用量であればよく、例えば、全モノマー成分１００重
量部に対して０．００５～１重量部（典型的には０．０１～１重量部）程度の範囲から選
択することができる。
【００６９】
　エマルション重合に使用する界面活性剤（乳化剤）は特に制限されず、公知のアニオン
性界面活性剤、ノニオン性界面活性剤等を用いることができる。ラジカル重合性官能基を
有する界面活性剤を用いてもよい。以下、ラジカル重合性官能基を有する界面活性剤を反
応性（重合性）界面活性剤ともいう。これに対して、ラジカル重合性官能基を有しない一
般的な界面活性剤を非反応性（非重合性）界面活性剤ということがある。界面活性剤は、
１種を単独でまたは２種以上を組み合わせて用いることができる。界面活性剤の使用量は
、通常、全モノマー成分１００重量部に対して０．１重量部以上（例えば０．５重量部以
上）とすることが好ましく、また、全モノマー成分１００重量部に対して１０重量部以下
（例えば５重量部以下）とすることが好ましい。
【００７０】
　非反応性の界面活性剤の例としては、ラウリル硫酸ナトリウム、ラウリル硫酸アンモニ
ウム、ドデシルベンゼンスルホン酸ナトリウム、ポリオキシエチレンラウリル硫酸ナトリ
ウム、ポリオキシエチレンアルキルエーテル硫酸ナトリウム、ポリオキシエチレンアルキ
ルフェニルエーテル硫酸アンモニウム、ポリオキシエチレンアルキルフェニルエーテル硫
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酸ナトリウム、ポリオキシエチレンアルキルスルホコハク酸ナトリウム等のアニオン系乳
化剤；ポリオキシエチレンアルキルエーテル、ポリオキシエチレンアルキルフェニルエー
テル、ポリオキシエチレン脂肪酸エステル、ポリオキシエチレンポリオキシプロピレンブ
ロックポリマー等のノニオン系乳化剤；等が挙げられる。
【００７１】
　反応性界面活性剤は、ラジカル重合性官能基を有するものであればよく、特に限定され
ない。例えば、上述のようなアニオン性界面活性剤やノニオン性界面活性剤にラジカル重
合性官能基が導入された構造の反応性界面活性剤であり得る。上記ラジカル重合性官能基
の例としては、ビニル基、プロペニル基、イソプロペニル基、ビニルエーテル基（ビニル
オキシ基）、アリルエーテル基（アリルオキシ基）等が挙げられる。ここでいうプロペニ
ル基の概念には、１－プロペニル基（ＣＨ３－ＣＨ＝ＣＨ－）および２－プロペニル基（
ＣＨ２＝ＣＨ－ＣＨ２－；アリル基と称されることもある。）が含まれる。
【００７２】
　アニオン性の反応性界面活性剤の例としては、ポリオキシエチレン（アリルオキシメチ
ル）アルキルエーテル硫酸塩（例えばアンモニウム塩）、ポリオキシエチレンノニルプロ
ペニルフェニルエーテル硫酸塩（例えばアンモニウム塩）、アルキルアリルスルホコハク
酸塩（例えばナトリウム塩）、メタクリロキシポリオキシプロピレン硫酸エステル塩（例
えばナトリウム塩）、ポリオキシアルキレンアルケニルエーテル硫酸塩（例えば、上記ア
ルケニル基の末端がイソプロペニル基であるアンモニウム塩）等が挙げられる。アニオン
性の反応性界面活性剤が塩を形成している場合、該塩は、例えば、ナトリウム塩等の金属
塩であってもよく、アンモニウム塩やアミン塩等の非金属塩であってもよい。
　ノニオン性の反応性界面活性剤の例としては、ポリオキシエチレンノニルプロペニルフ
ェニルエーテル等が挙げられる。
【００７３】
　反応性界面活性剤の市販品としては、第一工業製薬社製の商品名「アクアロンＨＳ－０
５」、「アクアロンＨＳ－１０」、「アクアロンＨＳ－１０２５」、「アクアロンＨＳ－
２０」、「アクアロンＫＨ－１０」、「アクアロンＫＨ－１０２５」、「アクアロンＫＨ
－０５」、「アクアロンＢＣ－０５１５」、「アクアロンＢＣ－１０」、「アクアロンＢ
Ｃ－１０２５」、「アクアロンＢＣ－２０」、「アクアロンＢＣ－２０２０」、「アクア
ロンＲＮ－２０」、「アクアロンＲＮ－３０」、「アクアロンＲＮ－５０」、ＡＤＥＫＡ
社製の商品名「アデカリアソープＳＥ－１０Ｎ」、「アデカリアソープＳＲ－１０２５」
、花王社製の商品名「ラテムルＰＤ－１０４」、「ラテムルＰＤ－４２０」、「ラテムル
ＰＤ－４３０」、「ラテムルＰＤ－４５０」、三洋化成社製の商品名「エレミノールＪＳ
－２０」、「エレミノールＲＳ－３０００」、日本乳化剤社製の商品名「アントックスＭ
Ｓ－６０」等が挙げられる。
【００７４】
　特に限定するものではないが、いくつかの態様において、オキシエチレン鎖を有する反
応性界面活性剤を好ましく使用し得る。ここでオキシエチレン鎖とは、オキシエチレン単
位の繰返し構造、すなわち－（Ｃ２Ｈ４Ｏ）ｎ－で表される構造部分を指す。ｎはオキシ
エチレン単位の繰返し数を示す。例えば、この繰返し数ｎが５～３０（例えば８～２５）
程度である反応性界面活性剤が好ましい。
【００７５】
　エマルション重合時の重合安定性等の観点から、いくつかの態様において、プロペニル
基を有する反応性界面活性剤を好ましく採用し得る。プロペニル基を有し、かつオキシエ
チレン鎖を有する反応性界面活性剤が特に好ましい。
【００７６】
　乳化性能等の観点から、いくつかの態様において、アニオン性の反応性界面活性剤（例
えば、オキシエチレン鎖を有するアニオン性反応性界面活性剤）を好ましく採用し得る。
アニオン性の反応性界面活性剤が塩を形成している場合、該塩としては、被着体表面（例
えば塗膜表面）への跡付き防止等の観点から、非金属塩が好ましく、なかでもアンモニウ
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ム塩が好ましい。
　ノニオン性の反応性界面活性剤を使用する場合は、他の界面活性剤、例えばアニオン性
の反応性界面活性剤、アニオン性の非反応性界面活性剤、ノニオン性の非反応性界面活性
剤等と併用することにより、より好適な結果が実現され得る。
【００７７】
　ラジカル重合性官能基を有する反応性界面活性剤の存在下でモノマー原料をエマルショ
ン重合させることにより、上記反応性界面活性剤が反応してアクリル系ポリマーに取り込
まれ得る。アクリル系ポリマーに取り込まれた反応性界面活性剤は、粘着剤層内での移動
が制限されるため、粘着剤層の表面にブリードアウトしにくい。したがって、反応性界面
活性剤の使用により、粘着剤層の表面への低分子量化合物のブリードアウトを抑制するこ
とができる。このことは表面保護シートの低汚染性の観点から好ましい。より優れた低汚
染性を実現する観点から、エマルション重合時の界面活性剤として反応性界面活性剤のみ
を用いる態様を好ましく採用し得る。
【００７８】
　エマルション重合には、必要に応じて、従来公知の各種の連鎖移動剤（分子量調節剤あ
るいは重合度調節剤としても把握され得る。）を使用することができる。連鎖移動剤は、
１種を単独でまたは２種以上を組み合わせて用いることができる。連鎖移動剤としては、
ｎ－ドデシルメルカプタン、ｔ－ドデシルメルカプタン、チオグリコール酸等のメルカプ
タン類を好ましく用いることができる。連鎖移動剤を使用する場合、その使用量は、全モ
ノマー成分１００重量部に対して、例えば０．０１～１重量部程度とすることができる。
ここに開示される技術は、連鎖移動剤を使用しない態様でも好ましく実施され得る。
【００７９】
＜粘着剤組成物＞
　ここに開示される表面保護シートの粘着剤層は、種々の形態の粘着剤組成物から形成さ
れた粘着剤層であり得る。上記粘着剤組成物の形態としては、例えば、有機溶媒中に粘着
剤（粘着成分）を含む形態の組成物（溶剤型粘着剤組成物）、粘着剤が水性溶媒に溶解ま
たは分散した形態の組成物（水性粘着剤組成物）、紫外線や放射線等の活性エネルギー線
により硬化して粘着剤を形成するように調製された組成物（活性エネルギー線硬化型粘着
剤組成物）、加熱溶融状態で塗工され、室温付近まで冷えると粘着剤を形成するホットメ
ルト型粘着剤組成物等が挙げられる。
　環境負荷軽減の観点から、水性粘着剤組成物を好ましく採用し得る。かかる水性粘着剤
組成物の一好適例として、アクリル系ポリマーをベースポリマーとして含む水分散型粘着
剤組成物（アクリル系水分散型粘着剤組成物、典型的にはアクリル系エマルション型粘着
剤組成物）が挙げられる。
【００８０】
　（架橋剤）
　ここに開示される表面保護シートにおいて、粘着剤層を形成するために用いられる粘着
剤組成物は、必要に応じて架橋剤を含んでいてもよい。架橋剤の使用により、ゲル分率Ｇ

Ｃやゾル分子量ＳＭｗを適切に調節することができる。使用する架橋剤の種類は特に制限
されず、従来公知の架橋剤から適宜選択することができる。
【００８１】
　架橋剤の使用量は特に限定されず、ベースポリマーの組成や重量平均分子量を考慮して
、架橋後において好適な特性が得られるように適宜設定することができる。特に限定する
ものではないが、ベースポリマー（典型的にはアクリル系ポリマー）１００重量部に対す
る架橋剤の使用量は、例えば０．０１重量部以上（典型的には０．０５重量部以上）とす
ることができる。また、剥離強度の経時安定性等の観点から、上記架橋剤の使用量は、通
常、ベースポリマー１００重量部に対して１５重量部以下（好ましくは１０重量部以下、
例えば５重量部以下）とすることが適当である。
【００８２】
　架橋剤の具体例としては、オキサゾリン系架橋剤、アジリジン系架橋剤、イソシアネー
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ト系架橋剤、エポキシ系架橋剤、メラミン系架橋剤、過酸化物系架橋剤、尿素系架橋剤、
金属アルコキシド系架橋剤、金属キレート系架橋剤、金属塩系架橋剤、カルボジイミド系
架橋剤、ヒドラジン系架橋剤、アミン系架橋剤、シランカップリング剤等が挙げられる。
これらは１種を単独でまたは２種以上を組み合わせて用いることができる。例えば、オキ
サゾリン系架橋剤、アジリジン系架橋剤、イソシアネート系架橋剤およびエポキシ系架橋
剤からなる群から選択される１種または２種以上の使用が好ましい。一態様において、オ
キサゾリン系架橋剤を好ましく使用し得る。
【００８３】
　オキサゾリン系架橋剤としては、１分子内に１個以上のオキサゾリン基を有するものを
特に制限なく使用することができる。水分散型粘着剤組成物においては、水に溶解または
分散可能なオキサゾリン系架橋剤の使用が好ましい。
　オキサゾリン基は、２－オキサゾリン基、３－オキサゾリン基、４－オキサゾリン基の
いずれでもよい。通常は、２－オキサゾリン基を有するオキサゾリン系架橋剤を好ましく
使用し得る。例えば、２－ビニル－２－オキサゾリン、２－ビニル－４－メチル－２－オ
キサゾリン、２－ビニル－５－メチル－２－オキサゾリン、２－イソプロペニル－２－オ
キサゾリン、２－イソプロペニル－４－メチル－２－オキサゾリン、２－イソプロペニル
－５－エチル－２－オキサゾリン等の付加重合性オキサゾリンと他のモノマーとを共重合
させて得られた水溶性共重合体または水分散型共重合体を、オキサゾリン系架橋剤として
使用することができる。
　オキサゾリン系架橋剤の市販品としては、例えば日本触媒社製の商品名「エポクロスＷ
Ｓ－５００」、「エポクロスＷＳ－７００」、「エポクロスＫ－２０１０Ｅ」、「エポク
ロスＫ－２０２０Ｅ」、「エポクロスＫ－２０３０Ｅ」等が挙げられる。
【００８４】
　アジリジン系架橋剤の例としては、トリメチロールプロパントリス［３－（１－アジリ
ジニル）プロピオネート］、トリメチロールプロパントリス［３－（１－（２－メチル）
アジリジニルプロピオネート）］等が挙げられる。
【００８５】
　イソシアネート系架橋剤の例としては：トリレンジイソシアネート、キシレンジイソシ
アネート等の芳香族イソシアネート；イソホロンジイソシアネート等の脂環族イソシアネ
ート；ヘキサメチレンジイソシアネート等の脂肪族イソシアネート；等が挙げられる。よ
り具体的には、トリメチロールプロパン／トリレンジイソシアネート３量体付加物（東ソ
ー社製、商品名「コロネートＬ」）、トリメチロールプロパン／ヘキサメチレンジイソシ
アネート３量体付加物（東ソー社製、商品名「コロネートＨＬ」）、ヘキサメチレンジイ
ソシアネートのイソシアヌレート体（東ソー社製、商品名「コロネートＨＸ」）等のイソ
シアネート付加物；等を例示することができる。水分散型の粘着剤組成物においては、水
に溶解または分散可能なイソシアネート系架橋剤の使用が好ましい。例えば、水溶性、水
分散性または自己乳化型のイソシアネート系架橋剤を好ましく採用し得る。イソシアネー
ト基がブロックされた、いわゆるブロックドイソシアネート型のイソシアネート系架橋剤
を好ましく使用し得る。
【００８６】
　エポキシ系架橋剤としては、１分子中に２個以上のエポキシ基を有するものを特に制限
なく用いることができる。１分子中に３～５個のエポキシ基を有するエポキシ系架橋剤が
好ましい。水分散型粘着剤組成物においては、水に溶解または分散可能なエポキシ系架橋
剤の使用が好ましい。
　エポキシ系架橋剤の具体例としては、Ｎ，Ｎ，Ｎ’，Ｎ’－テトラグリシジル－ｍ－キ
シレンジアミン、１，３－ビス（Ｎ，Ｎ－ジグリシジルアミノメチル）シクロヘキサン、
１，６－ヘキサンジオールジグリシジルエーテル、ポリエチレングリコールジグリシジル
エーテル、ポリグリセロールポリグリシジルエーテル等が挙げられる。
　エポキシ系架橋剤の市販品としては、三菱ガス化学社製の商品名「ＴＥＴＲＡＤ－Ｘ」
、「ＴＥＴＲＡＤ－Ｃ」、ＤＩＣ社製の商品名「エピクロンＣＲ－５Ｌ」、ナガセケムテ
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ックス社製の商品名「デナコールＥＸ－５１２」、日産化学工業社製の商品名「ＴＥＰＩ
Ｃ－Ｇ」等が挙げられる。
【００８７】
　カルボジイミド系架橋剤としては、カルボジイミド基を２個以上有する低分子化合物ま
たは高分子化合物を用いることができる。水分散型粘着剤組成物においては、水に溶解ま
たは分散可能なカルボジイミド系架橋剤の使用が好ましい。カルボジイミド系架橋剤の市
販品としては、例えば、日清紡社製の「カルボジライトＶ－０２」、「カルボジライトＶ
－０２－Ｌ２」、「カルボジライトＶ－０４」等のカルボジライトＶシリーズ（水溶液タ
イプ）や、「カルボジライトＥ－０１」、「カルボジライトＥ－０２」、「カルボジライ
トＥ－０４」等のカルボジライトＥシリーズ（水分散タイプ）等のカルボジライトシリー
ズが挙げられる。
【００８８】
　（剥離調整剤）
　ここに開示される粘着剤層には、剥離調整剤を含有させることができる。粘着剤層に含
まれる剥離調整剤は、粘着剤層表面に経時的に移行して剥離強度の上昇を抑制し、剥離作
業性の向上に寄与し得る。剥離調整剤を使用することで、保護時における被着体との密着
性と保護シート除去時における軽剥離性とが好適に両立されやすくなる。ここに開示され
る剥離調整剤は、典型的には、疎水基と親水基とを有する化合物であり、その好適例とし
ては、アニオン性界面活性剤、ノニオン性界面活性剤等の各種の界面活性剤が挙げられる
。剥離調整剤として脂肪酸アミドを使用してもよい。剥離調整剤は、１種を単独でまたは
２種以上を組み合わせて用いることができる。剥離調整剤は、重合時に用いられてもよく
、重合後に添加されてもよい。好ましい一態様において、剥離調整剤を重合時（例えば、
エマルション重合時）に用いることができる。他の一態様において、剥離調整剤は、重合
後に添加する態様、すなわち、あらかじめ合成されたベースポリマーに剥離調整剤を配合
する態様で好ましく用いられ得る。
【００８９】
　剥離調整剤として使用し得る界面活性剤の非限定的な例としては、アニオン界面活性剤
として、カルボン酸塩、スルホン酸塩、硫酸エステル塩、リン酸エステル等；ノニオン系
界面活性剤として、エステル型、エーテル型、エステル・エーテル型、疎水基と親水基が
アミド結合で結合しているタイプの脂肪酸アルカノールアミド型等；カチオン系界面活性
剤として、アミン塩型、第４級アンモニウム塩型等；が挙げられる。
【００９０】
　ここに開示される表面保護シートの一態様において、剥離調整剤としてリン酸エステル
系界面活性剤を好ましく用いることができる。リン酸エステルとしては、例えば、ラウリ
ルリン酸、ラウリルリン酸塩等の、アルキルリン酸エステル；ポリオキシエチレントリデ
シルエーテルリン酸、ポリオキシエチレンラウリルエーテルリン酸、ポリオキシエチレン
オクタデシルエーテルリン酸等の、ポリオキシエチレンアルキルリン酸エステル；ポリオ
キシエチレンノニルフェニルエーテルリン酸、ポリオキシエチレンオクチルフェニルエー
テルリン酸、ポリオキシエチレンジノニルフェニルエーテルリン酸、ポリオキシエチレン
ジオクチルフェニルエーテルリン酸等の、ポリオキシエチレンアルキルアリールリン酸エ
ステル：等が挙げられる。被着体への移行防止等の観点から、一態様において、重量平均
分子量が１５０～５０００であるリン酸エステルを好ましく用いることができる。リン酸
エステル系界面活性剤は、このようなリン酸エステルの１種を単独でまたは２種以上を組
み合わせて含み得る。リン酸エステル系界面活性剤に含まれる各リン酸エステルは、モノ
エステルであってもよく、ジエステルであってもよく、これらの混合物であってもよい。
【００９１】
　リン酸エステル系界面活性剤は、１種を単独でまたは２種以上を組み合わせて用いるこ
とができる。リン酸エステル系界面活性剤と他の界面活性剤とを組み合わせて使用しても
よい。また、リン酸エステル系界面活性剤は、単体で用いられてもよく、塩型（例えば、
ナトリウム塩、カリウム塩、バリウム塩、トリエタノールアミン塩等）で用いられてもよ
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く、これらの混合物として用いられてもよい。
【００９２】
　剥離調整剤の使用量は、通常、ベースポリマー１００重量部に対して０．０１～３０重
量部程度とすることが適当である。剥離調整剤の含有量を０．０１重量部以上とすること
により、再剥離性が向上する傾向がある。また、剥離調整剤の含有量が３０重量部以下で
あることにより、粘着剤層は被着体に良好に密着し、また被着体の汚染も防止される傾向
がある。剥離調整剤の含有量は、ベースポリマー１００重量部に対して０．１重量部以上
（例えば０．５重量部以上、典型的には１重量部以上）とすることが好ましく、１０重量
部以下（例えば５重量部以下、典型的には３重量部以下）とすることが好ましい。
【００９３】
　粘着剤組成物には、必要に応じて、ロジン系粘着付与剤、テルペン系粘着付与剤、炭化
水素系粘着付与剤等の公知の粘着付与剤を含有させることができる。剥離強度が高くなり
すぎることを避ける観点から、粘着付与剤の使用量は、ベースポリマー１００重量部に対
して５重量部以下とすることが好ましく、１重量部以下とすることがより好ましい。ここ
に開示される表面保護シートは、粘着剤のゲル分率ＧＣやゾル分子量ＳＭｗを通じて粘着
力を効果的に制御し得ることから、粘着付与剤を使用しない態様でも好ましく実施され得
る。
【００９４】
　上記粘着剤組成物は、必要に応じて、レベリング剤、架橋助剤、可塑剤、軟化剤、充填
剤、帯電防止剤、老化防止剤、紫外線吸収剤、酸化防止剤、光安定剤等の、粘着剤組成物
の分野において一般的な各種の添加剤を含有してもよい。このような各種添加剤について
は、従来公知のものを常法により使用することができ、特に本発明を特徴づけるものでは
ないので、詳細な説明は省略する。
【００９５】
＜粘着剤層＞
　基材上に粘着剤層を設ける方法としては、上述のような粘着剤組成物を基材に直接付与
（典型的には塗布）して硬化処理する方法（直接法）や、適当な剥離面（例えば、剥離性
を有する転写シートの表面）上に上記粘着剤組成物を塗布して硬化処理することで該剥離
面上に粘着剤層を形成し、その粘着剤層を基材に貼り合わせて転写する方法（転写法）等
を用いることができる。上記硬化処理は、乾燥（加熱）、冷却、架橋、追加の共重合反応
、エージング等から選択される１または２以上の処理であり得る。例えば溶媒を含む粘着
剤組成物を単に乾燥させるだけの処理（加熱処理等）や、加熱溶融状態にある粘着剤組成
物を単に冷却する（固化させる）だけの処理も、ここでいう硬化処理に含まれ得る。上記
硬化処理が２以上の処理（例えば乾燥および架橋）を含む場合、これらの処理は同時に行
ってもよく、多段階に亘って行ってもよい。
【００９６】
　粘着剤組成物の塗布は、例えばグラビアロールコーター、リバースロールコーター、キ
スロールコーター、ディップロールコーター、バーコーター、ナイフコーター、スプレー
コーター等の慣用のコーターを用いて行うことができる。架橋反応の促進、製造効率向上
等の観点から、粘着剤組成物の乾燥は加熱下で行うことが好ましい。粘着剤組成物が塗布
される対象物（基材等）の種類にもよるが、例えば凡そ４０℃～１５０℃程度の乾燥温度
を採用することができる。
【００９７】
　（ゲル分率ＧＣ）
　ここに開示される表面保護シートにおいて、粘着剤層を構成する粘着剤のゲル分率ＧＣ

は特に限定されず、例えば４０％以上（典型的には５０％以上）であり得る。一態様にお
いて、粘着剤のゲル分率ＧＣは、６０％以上が適当であり、６５％以上が好ましく、７０
％以上がより好ましく、７５％以上がさらに好ましい。粘着剤のゲル分率ＧＣは、例えば
８０％以上であってもよい。ゲル分率ＧＣの上昇により、粘着剤の凝集性が向上し、被着
体への糊残り（すなわち、剥離除去時における粘着剤層の凝集破壊）が抑制される傾向に
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ある。ここに開示される表面保護シートは、ゲル分率ＧＣが８５％以上（例えば９０％以
上）である態様でも好適に実施され得る。ゲル分率ＧＣの上限は、原理上、１００％であ
る。いくつかの態様において、ここに開示される好ましいゾル分子量ＳＭｗとの両立を容
易とする観点から、ゲル分率ＧＣは、例えば９８％以下とすることができ、９５％以下（
例えば９０％以下）としてもよい。ここに開示される表面保護シートは、ゲル分率ＧＣが
８０％以下（例えば７０％以下）である態様でも好適に実施され得る。ゲル分率ＧＣは、
例えば、ベースポリマーの組成、ベースポリマーの重合方法や重合条件、ベースポリマー
の分子量、架橋剤の使用の有無およびその種類ならびに使用量の選択、等により調節する
ことができる。ゲル分率ＧＣは、以下の方法で測定される。後述の実施例についても同様
の方法が採用される。
【００９８】
　　［ゲル分率ＧＣの測定］
　約０．１ｇの粘着剤サンプル（重量Ｗg1）を平均孔径０．２μｍの多孔質ポリテトラフ
ルオロエチレン膜（重量Ｗg2）で巾着状に包み、口をタコ糸（重量Ｗg3）で縛る。上記多
孔質ポリテトラフルオロエチレン膜としては、商品名「ニトフロン（登録商標）ＮＴＦ１
１２２」（日東電工株式会社、平均孔径０．２μｍ、気孔率７５％、厚さ８５μｍ）また
はその相当品を使用する。この包みをトルエン５０ｍＬに浸し、室温（典型的には２３℃
）で７日間保持して粘着剤層中のゾル成分のみを上記膜外に溶出させる。次いで、上記包
みを取り出し、外表面に付着しているトルエンを拭き取った後、該包みを１３０℃で２時
間乾燥させ、該包みの重量（Ｗg4）を測定する。各値を以下の式に代入することにより、
粘着剤のゲル分率ＧＣを算出することができる。
　　　　ゲル分率ＧＣ（％）＝［（Ｗg4－Ｗg2－Ｗg3）／Ｗg1］×１００
【００９９】
　ゲル分率ＧＣの測定に使用する粘着剤サンプルは、表面保護シートの粘着剤層から採取
することができる。あるいは、上記粘着剤層の形成に用いられる粘着剤組成物から調製し
た粘着剤を上記粘着剤サンプルとして用いてもよい。例えば、上記粘着剤組成物を１３０
℃で３分間乾燥させて、厚さ約３５μｍの粘着剤層を形成し、この粘着剤層から粘着剤サ
ンプルを採取して、ゲル分率ＧＣを測定することができる。
【０１００】
　（ゾル分子量ＳＭｗ）
　粘着剤のゾル分子量ＳＭｗは特に限定されない。被着体の汚染防止等の観点から、ゾル
分子量ＳＭｗは、通常、１×１０４以上であることが適当であり、５×１０４以上（例え
ば７×１０４以上）であることが好ましい。ここに開示される表面保護シートは、粘着剤
のゾル分子量ＳＭｗが１０×１０４以上である態様で好適に実施され得る。ゲルに比べて
運動性の高いゾル分（トルエン可溶分）のＭｗが高くなることにより、粘着面の被着体表
面に対する濡れが進みにくくなり、剥離強度の経時上昇が効果的に抑制される傾向にある
。かかる観点から、粘着剤のゾル分子量ＳＭｗは、好ましくは２０×１０４以上、より好
ましくは３０×１０４以上であり、例えば４０×１０４以上とすることができる。また、
所定以上のゲル分率ＧＣとの両立を容易とする観点から、粘着剤のゾル分子量ＳＭｗは、
通常、１００×１０４以下が適当であり、８０×１０４以下が好ましく、７０×１０４以
下がより好ましく、例えば６５×１０４以下とすることができる。いくつかの態様におい
て、粘着剤のゾル分子量ＳＭｗは、例えば４０×１０４未満であってよく、３５×１０４

未満、または３０×１０４未満であってもよい。ここに開示される表面保護シートは、こ
のようなゾル分子量ＳＭｗにおいても好適に実施され得る。
【０１０１】
　ゾル分子量ＳＭｗは、表面保護シートを室温で４８時間トルエンに浸漬して粘着剤層か
らトルエン可溶分を抽出した後、上記トルエンを揮発させて得られた残留物をテトラヒド
ロフラン（ＴＨＦ）に溶解させてＧＰＣ（ゲルパーミエーションクロマトグラフィ）測定
を行うことにより、標準ポリスチレン換算の重量平均分子量として求めることができる。
ＧＰＣ測定装置としては、東ソー株式会社製の機種名「ＨＬＣ－８３２０ＧＰＣ」を用い
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るとよい。測定条件は以下のとおりとするとよい。後述の実施例についても同様の方法が
採用される。
　　［ＧＰＣ測定条件］
　　カラム：ＴＳＫｇｅｌ　ＧＭＨ－Ｈ（Ｓ）、２本連結
　　カラムサイズ：７．８ｍｍＩ．Ｄ．×３００ｍｍ
　　検出器：示差屈折計
　　溶離液：ＴＨＦ
　　流速：０．６ｍＬ／分
　　測定温度：４０℃
　　サンプル注入量：１００μＬ
【０１０２】
　ベースポリマーに架橋剤を配合することでゲル分率ＧＣを高めると、ゾル分子量ＳＭｗ

は概して低下する傾向にある。ここに開示される技術によると、所定以上のゲル分率ＧＣ

においてゾル分子量ＳＭｗを高めることにより、糊残りが生じにくく、かつ剥離強度の経
時上昇が効果的に抑制された表面保護シートが好適に実現され得る。
【０１０３】
　ゾル分子量ＳＭｗは、例えば、ベースポリマーの組成、ベースポリマーの重合方法や重
合条件（重合温度、使用する重合開始剤の種類および量、重合溶媒の種類、モノマーの供
給態様等）、ベースポリマーの分子量、架橋剤の使用の有無およびその種類ならびに使用
量の選択、等により調節することができる。より具体的には、例えば、ベースポリマー（
典型的にはアクリル系ポリマー）の合成において反応系内のモノマー濃度を高くすること
により、ゾル分子量ＳＭｗは概して向上する傾向にある。反応系内のモノマー濃度を高く
する方法としては、例えば、反応容器にモノマーを連続供給する重合態様において、該モ
ノマーの供給レートをより高くする方法を採用し得る。なお、重合反応系内の温度制御が
適切に行われないと（例えば、攪拌不足や冷却不足により反応系内の一部で重合温度が過
度に高くなる等の温度不均一が生じると）、低分子量物が生成し、ゾル分子量ＳＭｗが低
下し得る点に留意するとよい。当業者であれば、後述する具体的な実施例を含む本願明細
書の記載ならびに本願出願時の技術常識に基づいて、ここに開示される好適なゾル分子量
ＳＭｗを実現する方法や、ここに開示される好適なゲル分率ＧＣと好適なゾル分子量ＳＭ

ｗを同時に実現する方法について理解し得る。
【０１０４】
　（ナノインデンター測定における除荷曲線の最低荷重Ｌｍｉｎ）
　ここに開示される表面保護シートは、その粘着剤層のナノインデンター測定において、
除荷曲線の最低荷重Ｌｍｉｎが－２．０μＮ未満であることが好ましい。除荷時に圧子に
かかる荷重が負の方向であることは、粘着剤層に押し込まれた圧子が引き抜かれ難いこと
を意味し、ひいては粘着剤が高い凝集力を有することを示唆する。このような粘着剤層は
、粘着面の被着体表面に対する濡れが進みにくい。したがって、かかる粘着剤層を有する
表面保護シートによると、剥離強度の経時上昇が好適に抑制される傾向にある。
【０１０５】
　除荷曲線の最低荷重Ｌｍｉｎは、図２に模式的に示すように、粘着剤層の表面（粘着面
）から該粘着剤層に向けて微小圧子を押し込み、次いで引き抜くナノインデンター測定を
行い、このとき上記圧子に加わる荷重（縦軸）の推移を粘着面を基準とする圧子の変位（
横軸）に対してプロットすることで得られる負荷（押し込み）－除荷（引き抜き）曲線に
おいて、除荷曲線の最低（最小）荷重の値として求められる。上記ナノインデンター測定
によると、例えば後述する実施例のように薄い粘着剤層についても、基材の影響を無視し
得る程度に抑えて、該粘着剤層自体の挙動を的確に評価することができる。
【０１０６】
　ナノインデンター測定は、例えば、Hysitron社製のTriboindenterを用いて、以下の条
件で行うことができる。後述の実施例についても同様の方法が採用される。
　　［ナノインデンター測定条件］
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　使用圧子：Berkovich（三角錐）型ダイヤモンド圧子
　測定方法：単一押し込み測定
　測定温度：室温（２５℃）
　押込み深さ設定：３００ｎｍ
　押込み速度：１００ｎｍ／秒
　引抜き速度：１００ｎｍ／秒
【０１０７】
　一態様に係る表面保護シートにおいて、除荷曲線の最低荷重Ｌｍｉｎは、－２．５μＮ
以下であることが好ましく、より好ましくは－３．０μＮ以下、さらに好ましくは－４．
０μＮ以下である。除荷曲線の最低荷重Ｌｍｉｎは、－４．５μＮ以下であってもよく、
－５．０μＮ以下であってもよく、例えば－６．０μＮ以下であってもよい。除荷曲線の
最低荷重Ｌｍｉｎの下限は特に制限されないが、被着体への貼付け作業性や上記使用態様
における被着体の保護性等の観点から、通常は－１０μＮ以上とすることが適当である。
【０１０８】
　除荷曲線の最低荷重Ｌｍｉｎをより低くする手法としては、例えば、粘着剤層のベース
ポリマーのＴｇを高くする、ゾル分子量ＳＭｗをより高くする、等の手法が有効となり得
る。除荷曲線の最低荷重Ｌｍｉｎの調節に利用し得る他の要素としては、ゲル分率ＧＣ、
ベースポリマーの組成（例えば、合成に使用するモノマー成分の種類、全モノマー成分に
占めるモノマーＨの割合等）、ベースポリマーの重合方法や重合条件、架橋剤の種類や添
加量等が挙げられる。
【０１０９】
＜表面保護シートの特性＞
　（中速剥離強度）
　ここに開示される表面保護シートは、ステンレス鋼板（ＳＵＳ板）に貼り付けて６０℃
で７日間保存した後に３ｍ／分（すなわち５０ｍｍ／秒）の剥離速度、１８０度の剥離角
度で測定される経時剥離強度（以下、経時中速剥離強度ともいう。）ＰＡが、凡そ０．７
０Ｎ／２０ｍｍ以下であることが好ましい。このことによって、表面保護シートは、金属
板等の被着体への貼付け期間が比較的長くても、該被着体からの軽剥離性を維持し得る。
したがって、被着体からの除去作業時に表面保護シートにかかる負荷が小さくなり、該表
面保護シートの裂けや千切れが生じにくくなる。これにより被着体からの除去作業性が向
上する。経時中速剥離強度ＰＡが０．６０Ｎ／２０ｍｍ以下（より好ましくは０．５０Ｎ
／２０ｍｍ以下）である表面保護シートによると、より良好な剥離作業性が実現され得る
。一態様において、経時中速剥離強度ＰＡは、０．４０Ｎ／２０ｍｍ以下であってよく、
さらには０．３０Ｎ／２０ｍｍ以下であってもよい。また、被着体の保護期間中（例えば
、表面保護シートが貼り付けられた被着体の加工時）における浮き剥がれを抑制する観点
から、経時中速剥離強度ＰＡは、通常、０．０５Ｎ／２０ｍｍ以上であることが適当であ
り、好ましくは０．１０Ｎ／２０ｍｍ以上、より好ましくは０．１５Ｎ／２０ｍｍ以上で
ある。経時中速剥離強度ＰＡは、後述する実施例に記載の方法により測定される。
【０１１０】
　ここに開示される表面保護シートは、ＳＵＳ板に貼り付けて１５分後に３ｍ／分の剥離
速度、１８０度の剥離角度で測定される初期剥離強度（以下、初期中速剥離強度ともいう
。）Ｐ０が０．５０Ｎ／２０ｍｍ以下（より好ましくは０．４０Ｎ／２０ｍｍ以下、例え
ば０．３０Ｎ／２０ｍｍ以下）であることが好ましい。このような表面保護シートは、金
属板等の被着体に貼り付けられた後、比較的短時間のうちに該被着体が加工され、次いで
該被着体から剥離除去されるような使用態様においても、上記被着体からの良好な除去作
業性を発揮し得る。また、被着体への貼付け作業性や上記使用態様における被着体の保護
性等の観点から、初期中速剥離強度Ｐ０は、通常、０．０５Ｎ／２０ｍｍ以上であること
が適当であり、好ましくは０．１０Ｎ／２０ｍｍ以上、より好ましくは０．１５Ｎ／２０
ｍｍ以上であり、０．２０Ｎ／２０ｍｍ以上であってもよい。初期中速剥離強度Ｐ０は、
後述する実施例に記載の方法により測定される。
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【０１１１】
　特に限定するものではないが、ここに開示される表面保護シートは、初期中速剥離強度
Ｐ０［Ｎ／２０ｍｍ］に対する経時中速剥離強度ＰＡ［Ｎ／２０ｍｍ］の比（すなわちＰ

Ａ／Ｐ０比）が５．０倍以下（典型的には３．０倍以下、例えば２．５倍以下）であり得
る。ＰＡ／Ｐ０比が小さいことは、剥離強度の経時上昇が少ないことを意味する。このこ
とによって初期接着性と剥離作業時の軽剥離性とが好適に両立される。かかる観点から、
ＰＡ／Ｐ０比は、２．０以下であることが好ましく、１．８以下であってもよく、１．５
以下、さらには１．３以下であってもよい。また、ＰＡ／Ｐ０比は、典型的には０．５以
上であり、例えば０．７以上であり得る。
【０１１２】
　（低速剥離強度）
　ここに開示される表面保護シートは、ＳＵＳ板に貼り付けて６０℃で７日間保存した後
に０．３ｍ／分の剥離速度、１８０度の剥離角度で測定される経時剥離強度（以下、経時
低速剥離強度ともいう。）ＰＢが凡そ１．５Ｎ／２０ｍｍ以下（より好ましくは１．０Ｎ
／２０ｍｍ以下、例えば０．８０Ｎ／２０ｍｍ以下）であることが好ましい。このような
表面保護シートは、金属板等の被着体への貼付け期間が比較的長くても、該被着体への糊
残りを生じにくいものとなり得る。経時低速剥離強度ＰＢが低いことは、被着体からの除
去作業性向上の観点からも好ましい。また、被着体の保護期間中（例えば、表面保護シー
トが貼り付けられた被着体の加工時）における浮き剥がれを抑制する観点から、経時低速
剥離強度ＰＢは、通常、０．０５Ｎ／２０ｍｍ以上であることが適当であり、好ましくは
０．１０Ｎ／２０ｍｍ以上、より好ましくは０．１５Ｎ／２０ｍｍ以上である。経時低速
剥離強度ＰＢは、後述する実施例に記載の方法により測定される。
【０１１３】
　ここに開示される表面保護シートにおいて、ＳＵＳ板に貼り付けて１５分後に０．３ｍ
／分の剥離速度、１８０度の剥離角度で測定される初期剥離強度（以下、初期低速剥離強
度ともいう。）Ｐ１は、凡そ０．０５Ｎ／２０ｍｍ以上であることが適当である。このよ
うな表面保護シートは、金属板等の被着体に貼り付けられた後、比較的短時間のうちに該
被着体が加工されるような使用態様においても、被着体からの浮き剥がれ等が生じにくく
、良好な保護性能を発揮し得る。一態様において、初期低速剥離強度Ｐ１は０．１０Ｎ／
２０ｍｍ以上（例えば０．１５Ｎ／２０ｍｍ以上）であり得る。初期低速剥離強度Ｐ１の
上限は特に制限されないが、被着体への糊残りをよりよく防止の観点から、通常は０．７
０Ｎ／２０ｍｍ以下が適当であり、０．５０Ｎ／２０ｍｍ以下（例えば０．４０Ｎ／２０
ｍｍ以下）が好ましい。初期低速剥離強度Ｐ１は、引張速度を０．３ｍ／分とする他は後
述する実施例に記載の初期中速剥離強度Ｐ０の測定と同様の方法により測定される。
【０１１４】
　ここに開示される表面保護シートにおいて、初期低速剥離強度Ｐ１［Ｎ／２０ｍｍ］に
対する経時低速剥離強度ＰＢ［Ｎ／２０ｍｍ］の比（すなわちＰＢ／Ｐ１比）は特に限定
されず、例えば５．０倍以下（典型的には４．０倍以下）であり得る。また、上記ＰＢ／
Ｐ１比は、典型的には０．５以上であり、例えば０．７以上であり得る。
【０１１５】
＜用途＞
　ここに開示される表面保護シートは、被着体からの除去作業性がよいことから、金属板
や塗装鋼板、合成樹脂板等の表面に貼り付けられて、これらを加工したり運搬したりする
際に、これらの表面の損傷（傷や汚れ等）を防止する表面保護シートとして好ましく使用
される。例えば、ステンレス鋼、アルミニウム、鉄等の金属から構成された金属板を保護
する用途に好ましく用いられ得る。また、ここに開示される表面保護シートは、絞り加工
が施される金属板のように顕著な変形を伴う被着体に適用されても該加工による損傷が生
じにくいため、例えば、金属板の絞り加工等の加工時に当該金属板の表面を保護する金属
板保護シートとして好適である。そのような絞り加工が施される金属板は、成形後に、食
器洗浄機その他の各種家電品の部品、キッチンシンクや浴槽、銘板、ホイルカバー、ラン
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プ、厨房具（ガスレンジ天板等）として利用され得る。また、ここに開示される表面保護
シートは、剥離強度の経時上昇が抑制されているので、例えば、被着体の保護期間が比較
的長く（典型的には２週間以上、例えば４週間以上に）なっても良好な除去作業性を発揮
し得る。したがって、例えば、被着体（例えば金属板）への貼付けから該被着体の加工ま
での期間が２週間以上（例えば４週間以上）となり得る使用態様でも好適に利用され得る
。
【０１１６】
　この明細書により開示される事項には以下のものが含まれる。
　（１）　基材と、該基材の一方の面に配置されている粘着剤層と、を含む表面保護シー
トであって、
　ＭＤ引張破断伸びＥｂＭＤおよびＴＤ引張破断伸びＥｂＴＤがいずれも２００％以上（
好ましくは５００％以上）であり、
　上記粘着剤層は、ベースポリマーのＴｇが－５０℃以上である、表面保護シート。
　（２）　ＭＤ引張破断強度ＴＳＭＤおよびＴＤ引張破断強度ＴＳＴＤがいずれも１５Ｎ
／２０ｍｍより高い、上記（１）に記載の表面保護シート。
　（３）　上記粘着剤層は、トルエン可溶分の重量平均分子量ＳＭｗが１０×１０４以上
である、上記（１）または（２）のいずれかに記載の表面保護シート。
　（４）　上記粘着剤層は、トルエン不溶分の重量分率ＧＣが６０％以上である、上記（
１）から（３）のいずれかに記載の表面保護シート。
　（５）　上記粘着剤層は、ナノインデンター測定における除荷曲線の最低荷重Ｌｍｉｎ

が－２．０μＮ未満である、上記（１）から（４）のいずれかに記載の表面保護シート。
　（６）　上記ベースポリマーのＴｇが－４０℃以上－１０℃以下（好ましくは－３０℃
以上－１５℃以下）である、上記（１）～（５）のいずれかに記載の表面保護シート。
【０１１７】
　（７）　上記ベースポリマーは、ホモポリマーのＴｇが１０℃以上のモノマー（すなわ
ち、モノマーＨ）を全モノマー成分の１０重量％以上（好ましくは２０重量％以上、さら
に好ましくは３０重量％以上、例えば３５重量％以上）の割合で含有するモノマー原料の
重合物である、上記（１）～（６）のいずれかにの表面保護シート。
　（８）　上記ベースポリマーは、ホモポリマーのＴｇが６０℃以上のモノマーを全モノ
マー成分の１０重量％以上（好ましくは２０重量％以上、さらに好ましくは３０重量％以
上、例えば３５重量％以上）の割合で含有するモノマー原料の重合物である、上記（１）
～（７）のいずれかに記載の表面保護シート。
【０１１８】
　（９）　上記ベースポリマーはアクリル系ポリマーを含む、上記（１）～（８）のいず
れかに記載の表面保護シート。
　（１０）　上記ベースポリマーは、ホモポリマーのＴｇが１０℃以上であるアルキル（
メタ）アクリレートを全モノマー成分の１０重量％以上（好ましくは２０重量％以上、さ
らに好ましくは３０重量％以上、例えば３５重量％以上）の割合で含有するモノマー原料
の重合物である、上記（１）～（９）のいずれかに記載の表面保護シート。
　（１１）　上記ベースポリマーは、全モノマー成分の１０重量％以上（好ましくは２０
重量％以上、さらに好ましくは３０重量％以上、例えば３５重量％以上）の割合でメチル
メタクリレートを含有するモノマー原料の重合物である、上記（１）～（１０）のいずれ
かに記載の表面保護シート。
　（１２）　上記粘着剤組成物は、エマルション型粘着剤組成物から形成された粘着剤層
である、上記（１）～（１１）のいずれかに記載の表面保護シート。
　（１３）　上記エマルション型粘着剤組成物は、反応性乳化剤を用いて合成されたアク
リル系ポリマーを含む、上記（１２）に記載の表面保護シート。
　（１４）　上記粘着剤層は剥離調整剤を含む、上記（１）～（１３）のいずれかに記載
の表面保護シート。
　（１５）　上記剥離調整剤はリン酸エステル系界面活性剤である、上記（１４）に記載
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の表面保護シート。
【０１１９】
　（１６）　上記基材の厚さが１００μｍ以下である、上記（１）～（１５）のいずれか
に記載の表面保護シート。
　（１７）上記基材はポリオレフィン系樹脂フィルムを含む、上記（１）～（１６）のい
ずれかに記載の表面保護シート。
　（１８）上記基材は、ＬＬＤＰＥフィルムおよびＬＤＰＥフィルムの少なくとも一方を
含む、上記（１）～（１７）のいずれかに記載の表面保護シート。
【０１２０】
　（１９）　上記表面保護シートをステンレス鋼板に貼り付けて６０℃で７日間保存した
後に３ｍ／分の剥離速度で測定される経時剥離強度ＰＡが０．７０Ｎ／２０ｍｍ以下であ
る、上記（１）～（１８）のいずれかに記載の表面保護シート。
　（２０）　上記経時剥離強度ＰＡ［Ｎ／２０ｍｍ］は、上記表面保護シートをステンレ
ス鋼板に貼り付けて１５分後に３ｍ／分の剥離速度で測定される初期剥離強度Ｐ０［Ｎ／
２０ｍｍ］の２．０倍以下である、上記（１９）に記載の表面保護シート。
【０１２１】
　（２１）　基材と、該基材の一方の面に配置されている粘着剤層と、を含む表面保護シ
ートであって、
　上記粘着剤層は、トルエン不溶分の重量分率ＧＣが６０％以上であり、かつトルエン可
溶分の重量平均分子量ＳＭｗが１０×１０４以上であり、
　上記粘着剤層は、アクリル系ポリマーをベースポリマーとして含むアクリル系粘着剤層
であり、
　上記アクリル系ポリマーは、全モノマー成分の２０重量％以上の割合でメチルメタクリ
レートを含有するモノマー原料の重合物であり、該アクリル系ポリマーのＴｇは－４０℃
以上－１０℃以下であり、
　上記基材は、ＬＬＤＰＥフィルムまたはＬＤＰＥフィルムであり、該基材の厚さは４０
μｍ以上１００μｍ以下であり、
　上記表面保護シートは、ＭＤ引張破断伸びＥｂＭＤおよびＴＤ引張破断伸びＥｂＴＤが
いずれも５００％以上である、表面保護シート。
【０１２２】
　（２２）　絞り加工が施される金属板に用いられる、上記（１）～（２１）のいずれか
に記載の表面保護シート。
【実施例】
【０１２３】
　以下、本発明に関するいくつかの実施例を説明するが、本発明をかかる実施例に示すも
のに限定することを意図したものではない。なお、以下の説明において「部」および「％
」は、特に断りがない限り重量基準である。
【０１２４】
＜実施例１＞
　（アクリル系ポリマーＡ１Ｐの合成）
　２－エチルヘキシルアクリレート（２ＥＨＡ）５７部、メチルメタクリレート（ＭＭＡ
）４１部、アクリル酸（ＡＡ）２部、乳化剤（固形分基準）３部およびイオン交換水４２
部を配合し、ホモミキサーにより攪拌混合して水性エマルション（モノマーエマルション
）を調製した。乳化剤としては、反応性アニオン系乳化剤（第一工業製薬株式会社、商品
名「アクアロンＫＨ－１０２５」）を使用した。
　冷却管、窒素導入管、温度計および攪拌機を備えた反応容器にイオン交換水５１．５部
を入れ、窒素ガスを導入しながら室温で１時間以上攪拌した。次いで、系を７０℃に昇温
し、重合開始剤としての過硫酸アンモニウム（ＡＰＳ）０．０５重量部を添加した後、攪
拌しながら、上記モノマーエマルションを３時間かけて連続的に添加した。モノマーエマ
ルションの添加終了後、７５℃で２時間攪拌を継続し、次いで３０℃に冷却した。得られ
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た重合反応液に１０％アンモニア水を加えてｐＨを８に調整した。このようにして、アク
リル系ポリマーＡ１Ｐの水分散液（アクリル系ポリマーＡ１Ｐの濃度：５０％）を得た。
【０１２５】
　（粘着剤組成物Ａ１Ｃの調製）
　アクリル系ポリマーＡ１Ｐの水分散液に、該水分散液に含まれるアクリル系ポリマーＡ
１Ｐの１００部に対して２部の架橋剤を添加し、２３℃において３００ｒｐｍで１０分間
の攪拌混合を行って粘着剤組成物Ａ１Ｃを調製した。上記架橋剤としては、オキサゾリン
基を含有する水溶性架橋剤（日本触媒株式会社、商品名「エポクロスＷＳ－５００」、オ
キサゾリン基当量：２２０ｇ・ｓｏｌｉｄ／ｅｑ．）を使用した。
【０１２６】
　（表面保護シートの作製）
　ＬＬＤＰＥからなる厚さ５０μｍの樹脂フィルムＦ１の片面にコロナ処理を施したもの
を２枚用意した。１枚目の樹脂フィルムＦ１のコロナ処理面にアクリル系粘着剤組成物Ａ
１Ｃを塗布し、９０℃で１分間乾燥させて厚さ５μｍの粘着剤層を形成し、総厚５５μｍ
の表面保護シートを得た。２枚目の樹脂フィルムＦ１は、その非コロナ処理面（第二面）
を上記粘着剤層に貼り合わせることにより、剥離ライナーとして利用した。
【０１２７】
＜実施例２＞
　モノマーエマルションの調製に使用する乳化剤量を２部とし、このモノマーエマルショ
ンを添加時間を２時間とした点、および、重合時に剥離調整剤としてのリン酸エステル系
界面活性剤（ＳＯＬＶＡＹ社、ポリオキシエチレントリデシルエーテルリン酸エステル、
商品名「ＲＨＯＤＡＦＡＣ　ＲＳ７１０－Ｅ」）をモノマー原料１００重量部に対して１
部使用した点を除いては、アクリル系ポリマーＡ１Ｐの合成と同様にしてアクリル系ポリ
マーＡ２Ｐの水分散液を得た。この水分散液を用いた他は粘着剤組成物Ａ１Ｃの調製と同
様にして、粘着剤組成物Ａ２Ｃを調製した。
　ＬＬＤＰＥからなる厚さ５０μｍの樹脂フィルムＦ２の片面にコロナ処理を施したもの
を２枚用意した。粘着剤組成物Ａ１Ｃおよび樹脂フィルムＦ１に代えて、粘着剤組成物Ａ
２Ｃおよび樹脂フィルムＦ２をそれぞれ使用した他は、実施例１と同様にして本例に係る
表面保護シートを得た。
【０１２８】
＜実施例３＞
　２ＥＨＡおよびＭＭＡの使用量をそれぞれ６１部および３７部に変更した他はアクリル
系ポリマーＡ２Ｐの合成と同様にして、アクリル系ポリマーＡ３Ｐの水分散液を得た。こ
の水分散液を用いた他は粘着剤組成物Ａ１Ｃの調製と同様にして、粘着剤組成物Ａ３Ｃを
調製した。
　ＬＬＤＰＥからなる厚さ５０μｍの樹脂フィルムＦ３の片面にコロナ処理を施したもの
を２枚用意した。粘着剤組成物Ａ１Ｃおよび樹脂フィルムＦ１に代えて、粘着剤組成物Ａ
３Ｃおよび樹脂フィルムＦ３をそれぞれ使用した他は、実施例１と同様にして本例に係る
表面保護シートを得た。
【０１２９】
＜比較例１＞
　エチルアクリレート（ＥＡ）６５部、２ＥＨＡ２０部、ＭＭＡ１０部、アクリロニトリ
ル（ＡＮ）５部、乳化剤（固形分基準）３部およびイオン交換水４２部を配合し、ホモミ
キサーにより攪拌混合して水性エマルション（モノマーエマルション）を調製した。乳化
剤としては、反応性アニオン系乳化剤（第一工業製薬株式会社、商品名「アクアロンＫＨ
－１０２５」）を使用した。このモノマーエマルションの添加時間は５時間とした。その
他の点はアクリル系ポリマーＡ１Ｐの合成と同様にして、アクリル系ポリマーＡ４Ｐの水
分散液を得た。この水分散液を用いた他は粘着剤組成物Ａ１Ｃの調製と同様にして、粘着
剤組成物Ａ４Ｃを調製した。
　ＬＤＰＥからなる厚さ５０μｍの樹脂フィルムＦ４の片面にコロナ処理を施したものを
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２枚用意した。粘着剤組成物Ａ１Ｃおよび樹脂フィルムＦ１に代えて、粘着剤組成物Ａ４
Ｃおよび樹脂フィルムＦ４をそれぞれ使用した他は、実施例１と同様にして本例に係る表
面保護シートを得た。
【０１３０】
＜測定および評価（１）＞
　上記実施例１～３および比較例１に関し、上述した方法により、ゲル分率ＧＣ、ゾル分
子量ＳＭｗ、引張破断伸び、引張破断強度および除荷曲線の最低荷重Ｌｍｉｎを測定した
。さらに、以下の剥離強度測定および絞り加工試験を行った。得られた結果を、各例に係
る表面保護シートの概略構成とともに表２に示す。
【０１３１】
　（初期中速剥離強度Ｐ０）
　測定対象の表面保護シートを幅２０ｍｍ、長さ１００ｍｍの短冊状にカットして試験片
を作製した。２３℃、５０％ＲＨの標準環境下にて、この試験片を、被着体としてのステ
ンレス鋼板（ＳＵＳ４３０ＢＡ板）に、２ｋｇのゴムローラを２往復させて圧着した。こ
のサンプルを上記標準環境下に１５分間保持した後、該標準環境下にて、万能引張試験機
を用いて、引張速度３ｍ／分、剥離角度１８０度の条件で、初期中速剥離強度ＰＯ［Ｎ／
２０ｍｍ］を測定した。
【０１３２】
　（経時中速剥離強度ＰＡ）
　測定対象の表面保護シートを幅２０ｍｍ、長さ１００ｍｍの短冊状にカットして試験片
を作製した。２３℃、５０％ＲＨの標準環境下にて、この試験片を、被着体としてのステ
ンレス鋼板（ＳＵＳ４３０ＢＡ板）に、２ｋｇのゴムローラを２往復させて圧着した。こ
のサンプルを６０℃の環境下に７日間保存し、次いで２３℃、５０％ＲＨの標準環境下に
１時間保持した後、該標準環境にて、万能引張試験機を用いて、引張速度３ｍ／分、剥離
角度１８０度の条件で、経時中速剥離強度ＰＡ［Ｎ／２０ｍｍ］を測定した。
【０１３３】
　（経時低速剥離強度ＰＢ）
　引張速度を０．３ｍ／分とした他は上記経時中速剥離強度ＰＡの測定と同様にして、経
時低速剥離強度ＰＢを測定した。
【０１３４】
　（絞り加工試験）
　厚さ０．６ｍｍ、直径９３ｍｍの円板状のＢＡ仕上げステンレス鋼板（ＳＵＳ３０４Ｂ
Ａ板）を用意した。このステンレス鋼板に、該ステンレス鋼板より大きめのサイズを有す
る各例に係る表面保護シートを、２ｋｇのゴムローラを２往復させて圧着した。これを６
０℃の環境下に２４時間保存した後、上記表面保護シートのうち上記ステンレス鋼板の端
面からはみ出している部分を該端面に沿ってカットすることにより、測定サンプルを調製
した。この測定サンプルに対して、該サンプルの中央部に直径４５ｍｍ、深さ２０ｍｍの
カップを形成する絞り加工を実施した（カップテスト）。絞り加工後の測定サンプルにつ
いて、外周部における表面保護シートの破断部分の合計長さを測定した。測定は３回行い
（ｎ＝３）、それらの平均値に基づいて、以下の基準で破断防止性を評価した。
【０１３５】
　Ｅ：表面保護シートの破断は認められなかった。または、測定サンプルの外周に沿って
表面保護シートが帯状に破断した部分が認められたが、その破断部分の長さが上記外周全
体の合計で５ｍｍ未満であった（破断防止性に優れる。）
　Ｇ：測定サンプルの外周に沿って表面保護シートが帯状に破断した部分が認められたが
、その破断部分の長さが上記外周全体の合計で５ｍｍ以上１０ｍｍ以下であった（実用上
十分に良好な破断防止性を有する）。
　Ｐ：測定サンプルの外周に沿って表面保護シートが帯状に破断した部分が認められ、そ
の破断部分の長さが上記外周全体の合計で１０ｍｍ超であった（破断防止性に乏しい）。
【０１３６】
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【表２】

【０１３７】
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　表２からわかるように、ベースポリマーのＴｇが－５０℃以上であり、かつＥｂＭＤお
よびＥｂＴＤがいずれも２００％以上である実施例１～３の表面保護シートは、絞り加工
試験において良好な破断防止性を示した。これに対して、ＥｂＭＤ，ＥｂＴＤが２００％
に満たない比較例１の表面保護シートは、実施例１～３に比べて明らかに破断防止性に劣
るものであった。また、実施例１～３の表面保護シートは、経時後にも良好な軽剥離性を
示した。
【０１３８】
＜実施例４～６＞
　アクリル系ポリマー１００部に対する架橋剤の使用量を４部に変更した他は粘着剤組成
物Ａ１Ｃ，Ａ２Ｃ，Ａ３Ｃの調製とそれぞれ同様にして、粘着剤組成物Ａ５Ｃ，Ａ６Ｃ，
Ａ７Ｃを調製した。これら粘着剤組成物Ａ５Ｃ，Ａ６Ｃ，Ａ７Ｃを用いた他は実施例１～
３とそれぞれ同様にして、実施例４～６に係る表面保護シートを得た、
【０１３９】
＜実施例７＞
　２ＥＨＡおよびＭＭＡの使用量をそれぞれ５４部および４４部に変更した点、およびモ
ノマーエマルションの添加時間を４時間とした点を除いては、アクリル系ポリマーＡ１Ｐ
の合成と同様にしてアクリル系ポリマーＡ５Ｐの水分散液を得た。この水分散液を用いた
点およびアクリル系ポリマー１００部に対する架橋剤の使用量を１部とした点を除いては
粘着剤組成物Ａ１Ｃの調製と同様にして、粘着剤組成物Ａ８Ｃを調製した。
　ＬＤＰＥからなる厚さ５０μｍの樹脂フィルムＦ５の片面にコロナ処理を施したものを
２枚用意した。粘着剤組成物Ａ１Ｃおよび樹脂フィルムＦ１に代えて、粘着剤組成物Ａ８
Ｃおよび樹脂フィルムＦ５をそれぞれ使用した他は、実施例１と同様にして本例に係る表
面保護シートを得た。
【０１４０】
＜実施例８＞
　アクリル系ポリマー１００部に対する架橋剤の使用量を２部に変更した他は粘着剤組成
物Ａ８Ｃの調製と同様にして、粘着剤組成物Ａ９Ｃを調製した。この粘着剤組成物Ａ９Ｃ
を用いた他は実施例７と同様にして、本例に係る表面保護シートを得た。
【０１４１】
＜実施例９＞
　モノマー原料の組成をｎ－ブチルアクリレート（ＢＡ）６６部、イソボルニルアクリレ
ート（ＩＢＸＡ）３２部およびＡＡ２部に変更した他はアクリル系ポリマーＡ２Ｐの合成
と同様にして、アクリル系ポリマーＡ６Ｐの水分散液を得た。この水分散液を用いた他は
粘着剤組成物Ａ２Ｃの調製と同様にして、粘着剤組成物Ａ１０Ｃを調製した。
　ＬＬＤＰＥからなる厚さ５０μｍの樹脂フィルムＦ６の片面にコロナ処理を施したもの
を２枚用意した。粘着剤組成物Ａ１Ｃおよび樹脂フィルムＦ１に代えて、粘着剤組成物Ａ
１０Ｃおよび樹脂フィルムＦ６をそれぞれ使用した他は、実施例１と同様にして本例に係
る表面保護シートを得た。
【０１４２】
＜実施例１０＞
　アクリル系ポリマー１００部に対する架橋剤の使用量を４部に変更した他は粘着剤組成
物Ａ１０Ｃの調製と同様にして、粘着剤組成物Ａ１１Ｃを調製した。この粘着剤組成物Ａ
１１Ｃを用いた他は実施例９と同様にして、本例に係る表面保護シートを得た。
【０１４３】
＜測定および評価（２）＞
　上記実施例４～１０に関し、上述した実施例１～３、比較例１と同様の測定および評価
を行った。得られた結果を、各例に係る表面保護シートの概略構成とともに表３に示す。
【０１４４】
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【表３】

【０１４５】
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　表３からわかるように、ベースポリマーのＴｇが－５０℃以上であり、かつＥｂＭＤお
よびＥｂＴＤがいずれも２００％以上である実施例４～１０の表面保護シートは、絞り加
工試験において良好な破断防止性を示すことが確認された。ＥｂＭＤおよびＥｂＴＤがい
ずれも５００％以上である実施例４～６，９，１０では特に良好な結果が得られた。また
、実施例４～１０の表面保護シートは、経時後にも良好な軽剥離性を示した。
【０１４６】
　以上、本発明の具体例を詳細に説明したが、これらは例示にすぎず、特許請求の範囲を
限定するものではない。特許請求の範囲に記載の技術には、以上に例示した具体例を様々
に変形、変更したものが含まれる。
【符号の説明】
【０１４７】
　　１　：基材
　　１Ａ：一方の面
　　１Ｂ：他方の面
　　２　：粘着剤層
　　２Ａ：粘着面
　１０　：表面保護シート

【図１】

【図２】
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